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序     文 
 

コロンビア共和国では、40 年にわたる反政府組織コロンビア革命軍（FARC）等非合法武装勢

力と政府軍との国内紛争のなかで、国内 32 県のうち 31 県に地雷が埋設され、一般市民の地雷被

災が頻発しています。2005 年時点でコロンビアの地雷被災による死亡及び負傷者数は年間 1,110
人にのぼり、うち約 4 割が一般市民、その約 3 割が子どもでした。また、地雷被災の 97％が農村

部で発生しており、農村地域の貧困層かつ脆弱人口が も多くの被害を受けている状況にありま

す。コロンビア共和国政府及び各国支援による地雷除去や啓発活動の結果、同国の地雷被災者は

2008 年に 798 人、2009 年には 674 人と年々減少していますが、依然としてアフガニスタンに次ぎ

世界で 2 番目に地雷被災が多発する国となっています。 
地雷被災者支援はコロンビア共和国政府の重要政策のひとつであり、関係省庁・機関によりさ

まざまな取り組みが進められてきていますが、地雷被災直後医療施設を受診するまでの応急的処

置から、医療施設を受診してからの治療、機能回復のためのリハビリテーションまでのルートに

おいて、医療リハビリテーションに関連する技術面の向上と、地雷被災者支援に直結する被災者

の権利・義務や支援のための制度に関する知識の普及等が課題となっていました。 
かかる状況下、コロンビア共和国政府は、地雷被災者を中心とした障害者のための医療・社会

面における総合的なリハビリテーション体制の強化という課題を解決すべく、わが国に支援を要

請しました。 
この要請を受け JICA は、副大統領府対人地雷総合アクション大統領プログラム（PAICMA）、

社会保障省（MPS）等合計 8 機関をカウンターパートとし、アンティオキア県及びバジェ県にお

いて、2008 年 8 月から 4 年間の技術協力プロジェクトを開始しました。現在、長期専門家 3 名（チ

ーフアドバイザー/総合リハビリテーション、住民参加/公衆衛生、業務調整）が現地で活動中で、

各分野の短期専門家派遣と研修員の本邦受入れを中心に協力を展開しています。 
今般、同プロジェクトの中間レビュー調査を行うことを目的として、2010 年 11 月に調査団を

派遣し、コロンビア共和国政府及び関係機関との間で、プロジェクトの進捗の確認と今後の方向

性に係る一連の協議を行いました。 
本報告書は、同調査結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクトの展開に、さらには類似

のプロジェクトに活用されることを願うものです。 
ここに、本調査にご協力を頂いた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き

一層のご支援をお願いする次第です。 
 
平成 23 年 4 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 萱島 信子 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：コロンビア共和国 案件名：地雷被災者を中心とした障害者総合リハビリテーション

体制強化 

分野：社会保障 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署： 
人間開発部社会保障課 

協力金額：2.4 億円 

先方関係機関：副大統領府対人地雷総合アクション大統領プログ

ラム（PAICMA）、社会保障省（MPS）、バジェ県保健局、バジェ大

学病院（HUV）、フンダシオン・イデアル（IDEAL）、アンティオ

キア県保健局、サン・ビセンテ・デ・パウル大学病院（HUSVP）、
コミテ・デ・リハビリタシオン（COMITÉ、旧称アラス・デ・ヌエ

ボ） 

日本側協力機関：国立障害者リハビリテーションセンター 

協力期間（R/D）： 
2008 年 8 月～2012 年 8 月 
（4 年間） 

他の関連協力：草の根・人間の安全保障無償資金協力 

１－１ 協力の背景と概要 

コロンビア共和国（以下、「コロンビア」と記す）では、40 年にわたる反政府組織コロンビア

革命軍（FARC）等非合法武装勢力と政府軍との国内紛争のなかで、国内 32 県のうち 31 県に地

雷が埋設され、一般市民の地雷被災が頻発している。2005 年にはコロンビアの地雷被災者数は

年間 1,110 人（死亡及び負傷者）にのぼり（被災者の 4 割が一般市民、うち 3 割が子ども、被害

の 97％が農村部貧困地域で発生）、アフガニスタン（848 人）、カンボジア（875 人）を抜いて世

界一地雷被災が多発する国となった。 
被災者支援の面では、コロンビア政府は被災者が医療サービスを受けられるよう「連帯保障

基金（Fondo de Solidaridad y Garantía：FOSYGA）」を設立し、被災直後の病院までの搬送費やそ

の後の治療費を支給する等制度面での整備を図りつつあるものの、地雷被災者の権利が十分認

識されておらず、また被災直後の応急手当てに必要な正しい知識をもつ人が少ないことから、

病院到着時には損傷部が既に感染症に罹患し二次障害を起こすケースが多くみられる。さらに、

被災者が緊急搬送される第 1 次、第 2 次レベルの病院の医療関係者がリハビリテーションの概

念をもたず、再建・機能回復を考慮せずに手術を行ってしまうことや、被災者がリハビリテー

ションを受ける第 3 次、第 4 次レベルの病院では、理学療法士・作業療法士といったリハビリ

テーション専門職の量・質は一定程度確保されているものの、各専門職の協働体制、いわゆる

チームアプローチがとられておらず、障害者一人ひとりの日常生活活動（Activities of Daily 
Living：ADL）の向上をめざした適切なリハビリテーションの実施が課題となっていた。 

こうした状況を踏まえ、2008 年 8 月より 4 年間の予定で、副大統領府対人地雷総合アクショ

ン大統領プログラム（Programa Presidencial para la Acción Integral contra Minas Antipersonal：
PAICMA）、社会保障省（Ministerio de la Protección Social：MPS）、バジェ・デル・カウカ県（以

下、「バジェ県」）保健局、アンティオキア県保健局はじめ全 8 機関をカウンターパート

（Counterpart：C/P）とし、地雷被災者を含む障害者の総合リハビリテーション体制の強化を目



 

的としたプロジェクトを、バジェ県及びアンティオキア県において開始した。プロジェクト開

始から 2 年 3 カ月が経過し、プロジェクトの達成度・進捗状況を把握し、残りのプロジェクト

期間の軌道修正と活動の改善点を関係者らと協議するため、中間レビューが実施された。 

１－２ 協力内容 

対象となるバジェ県及びアンティオキア県の対象 4 医療施設において、機能リハビリテーシ

ョンに従事する専門職の能力強化を支援するとともに、地雷被災者を中心とした障害者がリハ

ビリテーションサービスを受けるための権利普及と、医療施設受診前処置の改善を支援し、地

雷被災者を含む障害者に対する総合リハビリテーションの質の向上を図る。 
 
（1）上位目標 

地雷被災者を中心とした障害者への総合リハビリテーションが国家経済社会政策審議会政

策文書（Consejo Nacional de Política Económica y Social：CONPES80）に含まれている。 
 
（2）プロジェクト目標 

バジェ県及びアンティオキア県において、地雷被災者を中心とした障害者のための総合リ

ハビリテーションの質が改善する。 
 
（3）成 果 

成果 1： バジェ県とアンティオキア県〔特にバジェ大学病院（Hospital Universitario del Valle：
HUV）、フンダシオン・イデアル（Fundación IDEAL：IDEAL）、サン・ビセンテ・デ・

パウル大学病院（Hospital Universitario San Vicente de Paúl：HUSVP）、コミテ・デ・

リハビリタシオン（El Comité de Rehabilitación：COMITÉ）〕において、機能リハビリ

テーションに従事する専門職人材の能力が強化される。 
成果 2： 対象 4 医療施設（HUV、IDEAL、HUSVP、COMITÉ）において、切断や視覚障害の

リハビリテーションのガイドが活用される。 
成果 3： 対象地域におけるプロジェクト関係機関や関係者が、地雷被災者を中心とした障害

者が法律で定められたサービスにアクセスするための権利・義務・制度についての

知識を得る。 
成果 4： 対象地域におけるプロジェクト関係機関や関係者のあいだで、地雷被災者の感染軽

減や二次障害予防のための医療施設受診前処置に関する知識が深まる。 
 
（4）投入（評価時点） 

日本側： 
・長期専門家 

チーフアドバイザー（1 名） 
住民参加/公衆衛生（1 名） 
業務調整（1 名） 

・短期専門家派遣 
チーフアドバイザー（1 名） 



 

総合リハビリテーション（1 名） 
視覚障害リハビリテーション（1 名） 
総合リハビリテーション（1 名） 
住民参加（1 名） 

・運営指導（2 回） 
・研修（プロジェクト予算：本邦研修 18 名、第三国研修 9 名） 

本邦研修 
総合リハビリテーション（8 名） 
切断障害者への総合リハビリテーション（4 名） 
視覚障害者への総合リハビリテーション（2 名） 
チームリハビリテーション（4 名） 
第三国研修 
第 2 回 CBR（地域に根ざしたリハビリテーション：Community Based Rehabilitation）国際

会議（7 名） 
コスタリカ Kaloie プロジェクトフォーラム（2 名） 

・機材供与（事務機器、ADL ルーム機材）：約 630 万 2,000 円 
・在外事業強化費 約 2,273 万 5,000 円（2008・2009 年度） 

相手国側： 
・C/P の配置 
・専門家執務スペース（HUV 及び HUSVP） 
・プロジェクト経費 2 億 584 万 2,000 コロンビアペソ（約 915 万 6,000 円） 

（※会議・ワークショップ・モニタリング時の出張旅費・交通費・燃料代、消耗品費等）

２．評価調査団の概要 

団 長 吉元 清 JICA コロンビア支所 所長 

医療リハビリテーシ

ョン 
岩谷 力 国立障害者リハビリテーションセンター 総長 

協力企画 大野 純子 JICA 人間開発部社会保障課 ジュニア専門員

調査者 

評価分析 
 

若杉 健次 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会

社 研究員 

調査期間 2010 年 11 月 1 日～2010 年 11 月 21 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果達成度 
本プロジェクトの 4 つの成果のうち、成果 1 については、3 回の本邦研修の実施を含む多岐

にわたる研修実施等により、順調な成果の発現がみられる。一方、残りの 3 つの成果につい

ては、進捗はみられるが、中間レビュー時点では成果発現に至っていない。成果 2 について

は、切断及び視覚障害の総合リハビリテーションに関するガイドライン作成チームが組織さ

れ、ガイドの作成が進められている。成果 3 及び 4 については、権利啓発、医療施設受診前

処置基本手順ガイドのドラフトが作成され、今後両県保健局の予算の執行を待って、地域活



 

動の実施に移る段階にある。 
 
（2）プロジェクト目標達成状況（見込み） 

今後、成果 3、4 に係る地域活動が着実に実施され、予定どおりの成果が発現されれば、プ

ロジェクト終了時までに達成することが見込まれる。 
 
（3）上位目標達成状況（見込み） 

国家経済社会政策審議会政策文書（CONPES80）に総合リハビリテーションの概念が盛り込

まれる形で改定が進められる方向にあり、上位目標達成可能性はあると考えられる。 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 
本プロジェクトは、コロンビアの障害国家政策と地雷被災者支援政策、日本の ODA 政策と

整合的であり政策面での妥当性は高く、対象地域選定、裨益者ニーズとの整合性の点でも妥

当である。一方、地雷被災者を中心とした障害者の権利啓発及び医療施設受診前処置におい

ては、既に他ドナーが類似の活動を実施しており、技術的優位性は必ずしも高くない。ただ

し、当事者参加等の活動を実践することにより、権利啓発に関する JICA の技術的優位性を高

めることは可能である。 
 
（2）有効性 

本プロジェクトは、成果 1 については成果の順調な発現がみられる一方、成果 2、3、4 に

ついては、活動の方向性は示されているものの、中間レビュー時点では成果の発現には至っ

ていない。医療施設内での活動である成果 1 及び 2 については、リハビリテーションが各医

療施設の重要な事業の一角を成しており、スタッフの知識・能力も高く、プロジェクト期間

内に成果の達成が見込まれる。成果 3、4 については、公衆衛生専門家・実施主体となる NGO・
県保健局が連携をより強化し、今後の活動計画・モニタリング・評価の枠組みを整備し、着

実に実行していくことが求められる。 
 
（3）効率性 

チーフアドバイザーの派遣開始が遅れたこと等、効率性に影響を与える要因はあったもの

の、C/P が適切に配置され、本邦研修を中心とする各種研修・短期専門家の投入が適切なタイ

ミングで実施され、成果を上げているほか、本プロジェクトで供与された機材が有効に活用

されているうえ、草の根・人間の安全保障無償資金協力によるリハビリテーション機材の投

入により相乗効果も発現していることなどから、本プロジェクトの効率性は高いと考えられ

る。なお、成果 3、4 に関しては活動の計画段階にあるが、計画どおり既存のリソースを活用

して活動が実施されれば、効率性は維持されると考えられる。 
 
（4）インパクト 

プロジェクト開始時、3 次レベルの医療機関である HUV では視覚障害リハビリテーション

は実施されていなかったが、帰国研修員が中心的な役割を果たし、HUV が地域の医療施設や



 

NGO と連携し視覚障害の総合的リハビリテーションサービスの提供を開始するという予期せ

ぬ正のインパクトがみられる。 
また、上位目標の達成可能性について、現在 MPS は、国連の障害者権利条約・本プロジェ

クトの成果としての総合リハビリテーション・被災者法に整合する国家経済社会政策審議会

政策文書（CONPES80）の改定を提案しており、上位目標達成の可能性はあると考えられる。

 
（5）持続性 

対象医療施設におけるリハビリテーション専門職の知識・能力は高く、リハビリテーショ

ンは各組織の主要事業の一角を成しており、成果 1、2 の持続性は高いことが見込まれる。一

方、対象医療施設における活動以外の部分（成果 3、4）に関しては、プロジェクト終了後も

被災者の権利啓発活動・医療施設受診前処置の普及活動を継続するためには、PAICMA･MPS・
両県保健局の積極的なコミットメントが必要となる。 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
特に成果 1 に関して成果の順調な発現がみられているが、その要因のひとつとして、対象 4

医療施設のリハビリテーション従事者の高い知識・能力及び、専門職としての職業意識に基

づいた高いコミットメントが挙げられる。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

各 C/P 機関の要職にある人物を第 1 回本邦研修に招へいすることにより、総合リハビリテ

ーションの概念が日本において具体的にどのように実践されているかが示されたことで、各

組織における総合リハビリテーションの実現の道筋をつけることができ、これにより現在ま

で対象医療施設において総合リハビリテーションが円滑に推進されてきたと考えられる。ま

た、その後実施レベルのリハビリテーション専門職を順次本邦研修に一定数招へいしたこと

により、各医療施設内で日本の総合リハビリテーションモデルに対する共通理解をもち、各

施設における実践に効果的に活用している。 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
本プロジェクトの対象地域は 2 県にまたがり、8 つの C/P 機関が存在し、対象医療施設も公

立病院・私立病院・NGO と組織の立場・性質が異なっている。このため、計画・意思決定の

ための調整に多くの時間を要し、活動の進展に遅滞をもたらすこともあった。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

8 つの C/P 間の意思決定やコミュニケーションルートが必ずしも明確でなく、日常的な活動

のモニタリング・フィードバックと子細な事項の意思決定を目的とした「運営管理委員会

（Steering Administrative Committee：SAC）」を追加的に組織するなど、コミュニケーションの

整備に多くの労力を費やしてきている。 
 



 

４．結 論 

本プロジェクトのプロジェクト目標は、成果 3、4 が今後着実に計画・実施され予定どおりの

成果が発現されれば、プロジェクト終了時までに達成することが見込まれる。上位目標につい

ては、国家経済社会政策審議会政策文書（CONPES80）に総合リハビリテーションの概念が盛り

込まれる形で改定が進められる方向にあり、上位目標達成の可能性は高い。 
本プロジェクトは、コロンビアの障害国家政策と地雷被災者支援政策、日本の ODA 政策と整

合的であり、対象地域選定、裨益者ニーズとの整合性の点でも妥当である。また、有効性につ

いては、成果 1 に関し成果の順調な発現がみられている。効率性については、長期・短期専門

家の適切な投入、本邦研修を中心とする各種研修の成果や供与された機材が有効に活用されて

いること、コロンビア側の適切な協力体制などより、本プロジェクトの効率性は高い。インパ

クトについては、上位目標の達成に向けた動きがみられており、HUV で視覚障害リハビリテー

ションに関するサービス提供が開始される等、正のインパクトがみられる。持続性については、

リハビリテーションは各組織の主要事業の一角を成しており、技術面での持続性が見込まれる。

全 C/P 機関が組織として本プロジェクトの成果を活用し、中央レベルでは PAICMA と MPS が

連携し、地雷被災者を中心とした障害者への総合リハビリテーションが障害国家政策に含まれ

ることにより、本プロジェクトの成果がコロンビアの他地域にも普及されることが期待される。

５．提 言 

（1）成果 3、4 の実施体制の整備 
今後県別・成果別のスケジュール・活動実施主体・モニタリング体制を明確に示した文書

（実施手順書）等を作成するなど、活動を着実に実施していく必要がある。 
 
（2）プロジェクト運営管理体制の強化 

1） 委員会議事録の作成と共有 
プロジェクトの共通フォーマットを用いた議事録を 8 つの C/P 機関と適切な時期に共有

することで、決定プロセス・役割・責任を明確にする必要がある。 
2） コミュニケーション体制の強化 

プロジェクト内で引き続き円滑なコミュニケーションを実施するための体制を明確化し

ていく必要がある。プロジェクト指標に基づくモニタリングフォーマットの作成・共有、

運営管理委員会による活動モニタリング・フィードバックなど、明確なモニタリング体制

の構築が必要である。 
 
（3）事業裨益者（地雷被災者を含む障害者）の事業実施への関与 

今後地域活動を実施する成果 3 において、活動の実施主体となる NGO（IDEAL、COMITÉ）
等が中心となり、最終裨益者である地雷被災者を含む地域の障害者グループ・団体等のプロ

ジェクトへの参加を促していくことが望まれる。 
 
（4）プロジェクト広報の強化 

1） 関係機関におけるプロジェクトの認知度向上 
PAICMA・MPS・県保健局は、定期的に他ドナーのプロジェクトに関連する情報を本プロ



 

ジェクト関係者に共有するとともに、関係機関における本プロジェクトの認知度を向上さ

せ、更なる連携を図ることが期待される。 
2） ホームページやパンフレット等を通じたプロジェクトの情報発信 

ホームページや本プロジェクト活動紹介パンフレットなどの作成・その他各種媒体を利

用し、本プロジェクトの成果をコロンビア国内外に発信することが期待される。 

６．教 訓 

（1）連続して実施する本邦研修の組み立て 
本プロジェクトでは、第 1 回目の本邦研修に各 C/P 機関のプロジェクト中心人物を招へい

し、総合リハビリテーションの概念が日本で実践されている様子を実際に示した。これによ

り、プロジェクトを推進する各 C/P 機関の間で到達目標が共有され、各組織における総合リ

ハビリテーションの実現への道筋がついた結果、対象医療施設において現在まで総合リハビ

リテーションが円滑に推進されてきている。このことから、連続して実施する本邦研修の第 1
回目については、C/P 機関においてプロジェクト全体を俯瞰する権限をもつ職務にある人物を

選定し、プロジェクトの全体像・方向性を確認・共有することが有効であると考えられる。 
 
（2）多様な C/P 機関とともに実施するプロジェクトの運営管理 

本プロジェクトでは、2 県 1 都市にまたがる 8 つの C/P 機関が存在し、対象医療施設も公立

病院・私立病院・NGO と、組織の立場・性質が異なっており、計画・意思決定のための調整

に多くの時間を要している。一方、多様な C/P 機関がプロジェクトに参画することは、多角

的な視点でプロジェクトの推進へ向けた議論をすることが可能となるというメリットもあ

る。多様な C/P 機関の参加がプロジェクトに正の影響を与えるためには、各 C/P 機関の役割、

意思決定・コミュニケーションルートの明確化、認識の共有等が重要となる。 
 
（3）政策官庁である C/P 機関の関与による持続性の向上 

本プロジェクトでは、コロンビア側の 8 つの C/P 機関の調整を中央レベルの PAICMA が実

施しており、MPS は当初 C/P 機関の 1 つとして技術的なアドバイスを提供する立場から関与

していた。一方、中間レビュー時点では、MPS の本プロジェクトへの関与の度合いが高まっ

ており、上位目標の達成や持続性の向上において MPS が果たすべき役割は拡大している。プ

ロジェクトの成果をより広く普及していくには、政策官庁であり予算を有する機関のプロジ

ェクトへの関与の比重を高めていくことは重要である。 
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第１章 中間レビュー調査団の内容 
 
１－１ プロジェクトの経緯と調査団派遣目的 

コロンビア共和国（以下、「コロンビア」と記す）では、2005 年の国勢調査によると全人口 4,209
万人の 6.3％に当たる 265 万人が障害者であるとされている。社会保障省（MPS）が障害者支援の

政策担当省として、関連機関やその他の省庁との調整を行っており、関連法律が定められている

ものの、実際には十分な社会保障や医療保障を受けられないケースが多い。また、障害者への医

療リハビリテーション（以下、「リハ」）は、第 3 次レベルの病院の一部と 高次レベルの病院の

リハ科で行われているが、多くの障害者は農村部に居住しているため、通院などが困難な状況に

ある。さらに、自治体や医療機関のスタッフの能力不足、医療機関間のネットワークが機能して

いない、医療リハに関する誤った理解などが原因となり、障害者が適切な医療行為を受けられず、

自立した生活や、就労・社会参加が困難となっている。 
一方、コロンビア特有の障害の原因として、地雷による被災が挙げられる。40 年以上前から非

合法武装勢力と政府軍との武力抗争が続くなかで対人地雷が使用されてきた結果、2005 年のコロ

ンビアの対人地雷・不発弾による被害者数は 1,110 人と、カンボジア・アフガニスタンを抜いて

世界一となった（2009 年の地雷被災者数は 674 人に減少し、この数値はアフガニスタンに次いで

世界で 2 番目である）。 
対人地雷禁止条約（オタワ条約）に署名以降、政府は貯蔵地雷の破壊と埋没地雷の除去を開始

したものの、被害者の数は依然として多く、1 日平均 3 人以上が被災、被災者の 4 割が一般市民

で、そのうち 3 割が子どもである。また、被害の 97％が貧しい農村地域で起こっており、地雷被

災者を含む障害者のリハ体制の強化が喫緊の課題となっている。 
かかる状況下、コロンビア政府からの要請に基づき、地雷被災者を中心とした障害者に提供さ

れる総合リハビリテーション体制の質の改善を目的とした本技術協力プロジェクトが、2008 年 8
月より開始された。対象地域には、①地雷被災者数が も多いアンティオキア県、②地雷被災者

数は少ないものの、コロンビア南西部における唯一の第 3 次レベルの病院としてリハの拠点にな

り得るバジェ大学病院（HUV）が所在するバジェ・デル・カウカ県（以下、「バジェ県」）の 2 県

が選定された。 
本調査では、4 年間の実施期間のうち約 2 年が経過した本プロジェクトの進捗について評価し

たうえで、今後の展開に向けた活動内容・成果及びプロジェクト目標の再検討を行い、必要に応

じたプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）及び活動実施計画表

（Plan of Operation：PO）の改訂も含め、両国のプロジェクト関係者で合意形成を行うことを目的

とした。 
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１－２ 調査団の構成 

【日本側】 

担 当 氏 名 所 属 

総 括 吉元 清 JICA コロンビア支所 所長 

医療リハビリテーション 岩谷 力 国立障害者リハビリテーションセンター 総長 

協力企画 大野 純子 JICA 人間開発部社会保障課 ジュニア専門員 

評価分析 若杉 健次 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング㈱ 研究員

 
【コロンビア側】 

氏 名 所 属 備 考 

Soraida Delgado Sierra 副大統領府対人地雷総合アクション大

統領プログラム（PAICMA） 
本プロジェクト担当 

Rocio Gutierrez 社会保障省（MPS） 本プロジェクト担当 

Alvaro Jose Morales Vela バジェ県保健局（SDSV） 本プロジェクト副担当

Natalia Montoya アンティオキア県保健局（DSSA） 本プロジェクト担当 

Belkys Angulo バジェ大学病院（HUV） 本プロジェクト担当 

Lina Maria Osorio Vergara バジェ大学病院（HUV） 本プロジェクト副担当

Diana Maria Molina Montoya サン・ビセンテ・デ・パウル大学病院

（HUSVP） 
本プロジェクト担当 

Rodolfo Millan Muñoz フンダシオン・イデアル（IDEAL） 本プロジェクト担当 

Carlos Alberto Quintero 
Valencia 

コ ミ テ ･ デ ･ リ ハ ビ リ タ シ オ ン

（COMITÉ） 
本プロジェクト担当 

 
１－３ 調査日程 

日順 月日 曜日 調査内容 

1 11 月 1 日 月・祝 評価分析団員 コロンビア着 

2 11 月 2 日 火 JICA コロンビア支所 打合せ 
プロジェクト専門家 打合せ、インタビュー 

3 11 月 3 日 水 PAICMA 担当者インタビュー 
MPS 担当者インタビュー 

4 11 月 4 日 木 メデジン移動 
COMITÉ 担当者インタビュー 

5 11 月 5 日 金 HUSVP 担当者 インタビュー 
医療従事者・帰国研修員 フォーカスグループ 
来院患者 インタビュー 

6 11 月 6 日 土 地雷被災者 インタビュー 

7 11 月 7 日 日 資料整理 
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8 11 月 8 日 月 COMITÉ 
医療従事者・帰国研修員 フォーカスグループ 
来院患者 インタビュー 

9 11 月 9 日 火 アンティオキア県保健局 局長・担当者インタビュー 
評価分析団員 カリ移動 
協力企画団員 カリ到着 

10 11 月 10 日 水 バジェ県保健局 担当者インタビュー 

11 11 月 11 日 木 IDEAL 担当者 インタビュー 
医療従事者・帰国研修員 フォーカスグループ 
来院患者 インタビュー 

12 11 月 12 日 金 HUV 担当者 インタビュー 
医療従事者・帰国研修員 フォーカスグループ 
来院患者 インタビュー 

13 11 月 13 日 土 資料整理 

14 11 月 14 日 日 評価分析・協力企画団員 メデジン移動 
統括、医療リハビリテーション団員 メデジン到着 

15 11 月 15 日 月・祝 団内打合せ：ミニッツ内容 

16 11 月 16 日 火 アンティオキア県プロジェクト関係者との協議 

17 11 月 17 日 水 全団員 ボゴタ移動 
PAICMA ダイレクター代行インタビュー 
団内打合せ 

18 11 月 18 日 木 ミニッツ協議：評価結果報告、内容確認 

19 11 月 19 日 金 合同調整会議（Joint Coordinating Committee：JCC）実施 
在コロンビア日本国大使館報告 
コロンビア発 

 
１－４ 主要面談者 

【コロンビア側】 
（1）ボゴタ特別市 

1） 副大統領府対人地雷総合アクション大統領プログラム（PAICMA） 
Rosa Irene Rubio Cañon ダイレクター代理 
Soraida Delgado Sierra アシスタントアドバイザー 

2） 社会保障省（MPS） 
Rocio Gutierrez Mendez テクニカルアドバイザー 

 
（2）バジェ県 

1） バジェ県保健局 
Mercedes Paredes B 救急医療センターコーディネーター 
Álvaro José Morales Vela 救急医療センター 
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Jose Luis Cuero Leon 救急医療センター 
2） バジェ大学病院（HUV） 

Maria Lucero Urriaga 院 長 
Belkys Angulo Brion リハビリ科副部長 
Lina Maria Osorio Vergara 理学療法士 
Olga Marina Hernández 理学療法士/コーディネーター 
María Fernanda Sánchez Patiño 作業療法士 

3） フンダシオン・イデアル（以下 IDEAL） 
Rodolfo Millan Muñoz ダイレクター 
Carlos Andrés Quiroz Mora 理学療法士 
Leonor Elena Sierra Bernal 言語聴覚士 
Alicia Mery Castro Quintero ソーシャルワーカー 

 
（3）アンティオキア県 

1） アンティオキア県保健局 
Carlos Mario Rivera 保健局長 
Natalia Montoya 障害部門担当 

2） サン・ビセンテ・デ・パウル大学病院（HUSVP） 
Diana Maria Molina Montoya リハビリテーション医 
 リハビリテーション部長 
Ariel Ramsés López Católico リハビリテーション医 
Néstor Raúl Buitrago López 作業療法士 
Juan Carlos Parra リハビリテーション医 

3） コミテ・デ・リハビリタシオン（COMITÉ） 
Blanca Cecilia Cano Restrepo リハビリテーション医 
Carlos Alberto Quintero Valencia リハビリテーション医 
Gloria Amparo Quiroz Cifuentes ソーシャルワーカー 

4） アンティオキア県地雷生存者協会 
Oscar Arias 会 長 
Luz Adriana Zapata 代 表 

 
【日本側】 
（1）プロジェクト 

高橋 競 チーフアドバイザー/総合リハビリテーション 
板橋 宏暁 業務調整 
黒川 正子 住民参加/公衆衛生 

 
１－５ 調査の方法と項目 

１－５－１ 評価の方法 
今次評価では、DAC（OECD 開発援助委員会）5 項目のうち妥当性・効率性・有効性及び阻
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害・貢献要因に焦点を当て、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版（2010 年 6 月）」に沿って、

各項目について以下のとおり調査を行った。 
 

（1）妥当性については、プロジェクト開始時と現在を比較し、障害者への総合リハビリテー

ションに関する政策・優先順位づけに変更がないかを確認するとともに、日本人専門家

より PDM 変更に関する経緯を確認し、プロジェクト中間時点での妥当性を検証した。 
 
（2）効率性については、現時点における各成果の達成度・促進・阻害要因を検証した。成果

1 については、既に数多くの研修やセミナーが実施されており、研修で習得した知識・

技術が、日常の診療においてどのように活用されているかを中心に検証した。成果 2、3、
4 については、成果発現の促進・阻害要因について確認した。 

 
（3）有効性については、残りのプロジェクト期間にプロジェクト目標を達成できる見通しに

ついて検討した。特に成果 1 について、研修の実施や日常生活活動（ADL）評価表の導

入によりどのような変化が生じ、こうした変化は患者やリハ専門職員に対して、どのよ

うな影響（メリット）があるのかを把握し、プロジェクトから生じたアウトプットに関

する情報収集を行い、プロジェクト目標達成の可能性について検討した。 
 
（4）インパクトについては、総合リハビリテーションを含む障害国家政策の策定という上位

目標の達成見通しについて、カウンターパート（C/P）及び専門家からの情報を基に検

討した。 
 
（5）持続性については、技術面、組織・財政面に焦点を当て、日本人専門家及び C/P 機関か

らの情報を基に検討した。 
 

１－５－２ 情報収集の手段 
今次評価では、日本人専門家及び C/P 8 機関（PAICMA、MPS、バジェ県保健局、アンティオ

キア県保健局、HUV、HUSVP、IDEAL、COMITÉ）の人材へのインタビューを実施し、上記の

点を踏まえて情報収集を行った。 
また、C/P へのインタビュー調査に加え、対象 4 医療施設では、リハ専門職へのインタビュ

ー、対象 4 医療施設で結成された ADL チームに対するフォーカスグループディスカッション

を行い、研修で習得した知識・技術の日常の診療における活用、患者へのインパクト、実施上

の課題等について把握した。 
上記に加え、対象 4 医療施設でリハを受けている患者や、地雷被災者への聞き取りを行い、

患者や被災者が抱える治療に関するニーズや満足度について情報収集を行った。 
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表－１ 対象者別情報の収集手段 

対 象 情 報 収 集 手 段 

8C/P 機関の担当者 個別/グループインタビュー 

対象 4 医療施設リハ専門職（帰国研修員を含む） グループインタビュー 

対象 4 医療施設の ADL チーム グループインタビュー 

地雷被災者/4 医療施設の来院患者 個別インタビュー 

 
１－５－３ 評価項目（評価 5 項目） 
（1）妥当性 

「プロジェクト目標」「上位目標」がコロンビア国政府・実施機関・ターゲットグループ

の政策・ニーズと合致しているか。本分野における日本の優位性があるか。 
 

（2）有効性 
「アウトプット（成果）」によって「プロジェクト目標」がどこまで達成されたか。 

 
（3）効率性 

「投入」が「アウトプット（成果）」にどのようにどれだけ転換されたか。投入の質・量・

手段・方法・時期は適切か。 
 

（4）インパクト 
プロジェクトが実施されたことにより生ずる直接的・間接的な正負の影響（計画当初に

予想されなかった影響や効果も含む）。 
 

（5）持続性 
JICA の協力終了後もプロジェクト実施による効果が持続されるか。 
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第２章 プロジェクト概要 
 
２－１ プロジェクトの要約（PDM） 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に示されるプロジェクトの概要は以下のとお

りである。なお、本中間レビュー調査中に改訂版 PDM2 が承認されたが、プロジェクトでは中間

レビュー調査の実施直前に PDM2 について C/P と大枠合意しており、今次評価では PDM2 を用い

て評価を実施した。 
 
【上位目標】 
地雷被災者を中心とした障害者への総合リハビリテーションが国家経済社会政策審議会政策文書

（CONPES80）に含まれている。 
 
【プロジェクト目標】 
バジェ県及びアンティオキア県において、地雷被災者を中心とした障害者のための総合リハビリ

テーションの質が改善する。 
 
【成果】 

1．バジェ県とアンティオキア県〔特にバジェ大学病院（HUV）、フンダシオン・イデアル

（IDEAL）、サン・ビセンテ・デ・パウル大学病院（HUSVP）、コミテ・デ・リハビリタシ

オン（COMOTÉ）〕において、機能リハビリテーションに従事する専門職人材の能力が強化

される。 
2．対象 4 医療施設（HUV、IDEAL、HUSVP、COMOTÉ）において、切断や視覚障害のリハビ

リテーションのガイドが活用される。 
3．対象地域におけるプロジェクト関係機関や関係者が、地雷被災者を中心とした障害者が法律

で定められたサービスにアクセスするための権利・義務・制度についての知識を得る。 
4．対象地域におけるプロジェクト関係機関や関係者のあいだで、地雷被災者の感染軽減や二次

障害予防のための医療施設受診前処置に関する知識が深まる。 
 
２－２ PDM 改訂の経緯 

PDM 第 0 版は、2008 年 8 月 4 日に JICA コロンビア支所長・大統領府ダイレクター・社会保障

大臣により署名された討議議事録（Record of Discussion：R/D）の添付文書として署名された。 
2009 年 5 月に実施された合同調整委員会（JCC）において、日本側が作成しコロンビア側 C/P

が改訂案を提示した PDM 第 1 版が承認され、改訂された（付属資料３）。 
上述のとおり、本中間レビュー調査の実施直前に、PDM2（案）については C/P と大枠合意し

てあったが、調査中に日本側調査団とコロンビア側の 8C/P 機関との間で PDM 改訂に関する協議

を行い、プロジェクトの活動実態に沿った内容へと変更を行うとともに、測定可能となるように

指標も整理し、 終的に中間レビュー調査 終日に開催された第 2 回 JCC において PDM 第 2 版

として承認された。 
今回の PDM 改訂では、上位目標の明確化、上位目標の指標 1 つの削除、プロジェクト目標に

係る指標の追加・修正、成果 2 に係る指標の修正を行った（詳細は付属資料５「PDM 新旧対照表」
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を参照）。今回の PDM 改訂は、プロジェクト目標や活動内容の変更を目的とする改訂ではなく、

プロジェクト終盤に向けて、プロジェクトが実施した活動・成果をより客観的に評価するため、

指標を整理・明確化するものであった。プロジェクト目標に係る指標の測定に関しては、モニタ

リングが重要な役割を果たすため、プロジェクトにおいて適切なモニタリング活動が実施される

ことが期待される。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 
３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側の投入 
（1）専門家の派遣（詳細は付属資料４－２「専門家派遣実績」を参照） 

長期専門家については、チーフアドバイザー/総合リハビリテーション専門家 1 名、住民

参加/公衆衛生専門家 1 名、業務調整専門家 1 名の合計 3 名が現在まで派遣されている。短

期専門家については、これまで延べ 5 回の短期専門家派遣が実施されている。長期及び短

期専門家により実施されたコロンビア国内における研修には、延べ 290 名が参加している

（詳細は付属資料４－３「コロンビア国内外における研修・セミナー実績」を参照）。 
派遣のタイミングに関し、ヒアリングの際コロンビア側 C/P から指摘があったとおり、

チーフアドバイザー/総合リハビリテーション専門家、住民参加/公衆衛生専門家の派遣は、

当初の予定と比較し遅れがみられた。短期専門家については適切なタイミングで派遣され

ているほか、指導分野は成果 1 関連が も多い。 
コロンビア国内で実施された研修等の開催数をプロジェクトサイト別に見ると、カリ 6

回、メデジン 11 回となっており、分野別にみると、成果 1 に関する研修が 17 回と も多

く、成果 3、4 に関する研修はわずか 1 回である。地域間の研修回数の違いについては、

カリでは、派遣されているチーフアドバイザー/総合リハビリテーション長期専門家と、対

象医療施設の専門職が日常的に意見交換できる環境にあるため、メデジンにおける研修回

数を多くし、両県 C/P 機関への研修機会提供のバランスがとられている。 
 

（2）本邦研修と第三国研修 
これまでコロンビア側 C/P 延べ 18 名を本邦に派遣し、第三国には延べ 9 名を派遣して

いる（詳細は付属資料４－３「コロンビア国内外における研修・セミナー実績」を参照）。 
第 1 回目の本邦研修では、8 つの C/P 機関のプロジェクト責任者 8 名を派遣し、日本の

リハ医療体制の実態や社会保障制度、地域社会への障害者の参加状況や支援制度等、総合

リハの概念の実践状況に関する研修が実施され、プロジェクトを推進する各 C/P 機関の間

でプロジェクトの到達目標が共有された。 
第 2 回目の本邦研修では、各医療施設の実務レベルの専門職 6 名を派遣し、切断障害者・

視覚障害者への総合リハについての研修を実施した。同研修では、障害者を雇用する企業

の訪問や、障害当事者・リハ専門職との意見交換にも多くの時間を割き、日本とコロンビ

アにおけるリハの現状の比較検討、コロンビアにおける実施課題の特定・分析が可能とな

った。 
第 3 回目の本邦研修では、各医療施設の実務レベルの専門職 4 名を派遣し、患者中心の

チームリハを強化するために必要となる医療施設内における日常生活活動（ADL）評価の

実施と共有、カンファレンスの実施、情報管理、他職種や他機関との連携等に関する研修

内容を実施した。 
3 回の本邦研修を成果別にみると、第 1 回はプロジェクトのすべての成果に横断的に係

る研修となっているが、第 2 回・第 3 回は成果 1 に関する研修である。 
本プロジェクトでは、本調査時までに 2 回の第三国研修を実施している。第 1 回目は、
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メキシコで開催された第 2 回 CBR 国際会議に 7 名を派遣し、地域における障害者の社会参

加を支援するために必要な地域に根ざしたリハビリテーション（CBR）の視点を養う研修

となっている。第 2 回目は、JICA がコスタリカで実施している「ブルンカ地方における人

間の安全保障を重視した地域住民参加の総合リハビリテーション強化」、通称 Kaloie プロ

ジェクトのフォーラムに 2 名を派遣し、当事者参加等に関して知見を深める研修であった。 
実施された第三国研修を成果別にみると、第 1 回は成果 1、3、4 に横断的に係る研修で

あり、第 2 回は成果 1、3 に関する研修である。 
 

（3）供与機材（詳細は付属資料４－４「供与機材リスト」を参照） 
供与機材の年度別金額は、表－２のとおりである。  

 
表－２ 年度別機材供与金額 

（単位：コロンビアペソ） 

年 度 2008 2009 2010 2011 

金 額 83,757,520 57,926,694 0 0 

 
供与機材は、調理用品・冷蔵庫・洗濯機等、地雷被災者を含む障害者が日常生活のなか

で基本的な身の回りの動作を自立して行えるよう訓練する「日常生活活動（ADL）」に関

する機材が中心である。本プロジェクトで供与した機材は、維持管理費をほとんど要しな

い類の機材である。 
 

（4）現地業務費（詳細は付属資料４－５「ローカルコスト内訳」を参照） 
日本側が負担した現地業務費は表－３のとおりである。本プロジェクトは 8 つの C/P 機

関が 3 県にまたがって所在していることから、現地業務費の内訳は出張旅費が も多く、

次いで物品購入費となっている。 
 

表－３ 現地業務費・日本側負担 

（単位：コロンビアペソ） 

年 度 2008 2009 2010 総 額 

現地業務費 152,601,392 339,324,401 103,766,808 595,692,601 

 
３－１－２ コロンビア側の投入 
（1）C/P 等の配置 

コロンビア側が本プロジェクトのために配置した C/P の一覧は、付属資料４－１「カウ

ンターパート・主要面談者リスト」を参照。 
 

（2）施設と資機材の提供 
本プロジェクトにおいて、チーフアドバイザー/総合リハビリテーション専門家及び業務

調整専門家の執務室が、HUV 内に提供されている。また、住民参加/公衆衛生専門家の執
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務室については、HUSVP 内に提供されている。なお、HUSVP への視覚リハ機材の新規導

入に伴い執務室を引き渡すこととなり、アンティオキア県保健局内に代替となる執務室を

要請している。 
 

（3）ローカルコスト 
コロンビア側が負担したコストについては、付属資料４－５「ローカルコスト内訳」を

参照。 
 

表－４ 現地業務費・コロンビア側負担 

（単位：コロンビアペソ） 

年 度 2008 2009 2010 総 額 

現地業務費 53,870,830 108,710,823 43,261,073 205,842,726 

 
３－２ 活動実績 

プロジェクトの 4 つの成果のうち、対象医療施設内を中心とした活動である成果 1 に関しては、

活動が順調に進捗しており、特に問題は生じていない。成果 2、3、4 に関する活動については、

一部遅延がみられる。 
成果 2 については、計画段階では、JICA が以前実施したチリ国「身体障害者リハビリテーショ

ン」プロジェクトのリソースを活用し、チリ人専門家の協力を得たガイドライン作成を予定して

いたが、本プロジェクト開始後、チリからの協力体制の見直し、MPS による国家ガイドライン指

針の提案など、プロジェクトをとりまく環境が変化したため、具体的な成果物に対する関係者間

の合意形成に 1 年近くの時間を要した。なお、本調査時点では、成果 1 による取り組みの集大成

として、4 医療施設のリハ専門職が中心となって視覚障害と切断障害に関するガイドラインを作

成することで関係者間の合意は成立しており、ガイドライン作成作業も開始され、特に大きな問

題は生じていない。 
成果 3、4 に関しては、住民参加/公衆衛生専門家の着任の遅れ（6 カ月）、治安上の理由により

当初計画されていた地域で活動を実施できないこと、日本側・コロンビア側の活動の実施形態や

当事者参加に関する意識の違い等もあり、進捗に遅れがみられた。しかし、中間レビュー時点で

は、成果 3 の地域活動実施に必要な教材や、成果 4 の医療施設受診前処置基本手順ガイドのドラ

フトは完成しており、また両県保健局において、地域活動の実施のための予算も確保される見通

しが立っており、今後本格的に成果 3、4 に関する地域活動の実施が期待される。 
 
３－３ 成果の達成状況 

本中間レビュー調査では、成果・プロジェクト目標・上位目標の達成度を測定するための指標

は、今般改訂された PDM 第 2 版を用いた。また、達成度の測定に関しては、長期専門家から入

手した定量的・定性的データ及び、プロジェクト関係者に実施したインタビューの結果を活用し

た。各成果の進捗については、以下のとおりである。 
 
【成果 1】バジェ県とアンティオキア県（特に HUV、IDEAL、HUSVP、COMITÉ）において、機

能リハビリテーションに従事する専門職人材の能力が強化される。 
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成果 1 については、以下の 2 つの指標が設定されている。指標 1.1.は順調に成果が発現してお

り、指標 1.2.については、今後本格的な活動が実施される段階にある。 
 

指 標 中間レビュー時（2010 年 11 月）までの実績 

1.1. 
対象医療施設（HUV、 IDEAL、

HUSVP、COMITÉ）において、プ

ロジェクトで研修を受けた専門職

人材の 80％が、習得した知識を毎

日の診療に適用している。 

本指標については、以下の理由により、望ましい方向に進

んでいる。 
・医療施設内での診療への適用を前提としたリハ専門職を

対象とする研修が、コロンビア国内外あわせて 15 種類

23 回実施されており、知識移転に十分な回数であると判

断される。 
・対象 4 医療施設の 1 つでは、本邦研修後、ADL 評価を実

施する際の指示書（マニュアル）の改訂を行った。また

患者に対しても、以前は筋肉を動かすといったリハを行

っていたが、現在は ADL と結びつけ「何ができるよう

になるか」という観点でリハを実施するようになるなど、

リハの実施方法やリハ専門職の姿勢が変化してきてお

り、研修の成果が表れているといえる。 

1.2. 
選定医療施設において、プロジェ

クトで研修を受けた専門職人材の

80％以上が、機能リハビリテーシ

ョン（日常生活活動評価、切断リ

ハビリテーション、視覚障害リハ

ビリテーション、等）に関する知

識が向上したと回答する。 

本指標については、進捗は限定的であり、今後の成果発現

が期待される。 
・県保健局を中心に 2 県内の地域医療施設（Instituciones 

Prestadoras de Servicios de Salud：IPS）の選定が進められ

ている。アンティオキア県では、被災者が多いバホ・カ

ウカ郡の 4 市にある 1 次から 3 次レベルの IPS が選定さ

れた。バジェ県では、地雷被災があり、また将来的な成

果普及を視野に入れ県内に均等に分布する 5 市が対象地

域として選定された。 
・選定医療施設への研修実施計画が立案されている。計画

は HUSVP と HUV が立案した。HUSVP は、地域の医療

従事者を対象としたオンライン研修を実施後、まとめと

して 2 日間集中的に研修する形式で実施する一方、HUV
は週に数回の講義を継続的に行うコース形式での実施を

提案している。 

 
【成果 2】対象 4 医療施設（HUV、IDEAL、HUSVP、COMITÉ）において、切断や視覚障害のリ

ハビリテーションのガイドが活用される。 
 

成果 2 についても、以下の 2 つの指標が設定されている。中間レビュー時点では、ガイドの作

成段階にあり、今後ガイドが計画どおりに完成し、対象医療施設においてガイドに基づいた診療

が実施されることが期待される。 
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指 標 中間レビュー時（2010 年 11 月）までの実績 

2.1. 
対象 4 医療施設（HUV、IDEAL、
HUSVP、COMITÉ）において、切

断リハビリテーションガイドに基

づいた診療が実施されている。 

本指標については、進捗は限定的であり、今後の成果発現

が期待される。 
・切断リハガイドは、HUSVP に既にあるガイドのフォーマ

ットを基に、日本人専門家より構成等に関する助言を得

て、HUV が中心となり本邦研修参加者 4 名と協力し、総

合的なガイドを作成している。 

2.2. 
対象 2 医療施設（HUV、HUSVP）
において、視覚障害リハビリテー

ションガイドに基づいた診療が実

施されている。 

本指標については、進捗は限定的であり、今後の成果発現

が期待される。 
・視覚障害リハガイドは、HUSVP が中心となり本邦研修参

加者 2 名と協力し、外部機関である成人視覚障害リハビ

リテーションセンター（Centro de Rehabilitación para 
Adultos Ciegos：CRAC）等とも連携して作成予定である。

 
【成果 3】対象地域におけるプロジェクト関係機関や関係者が、地雷被災者を中心とした障害者

が法律で定められたサービスにアクセスするための権利・義務・制度についての知識を得る。 
 

成果 3 の指標は以下の 1 つである。中間レビュー時点では、研修を実施するために必要なコミ

ュニケーション教材の作成やメディアの選定段階にあり、今後教材が完成し、適切なメディアを

活用して、研修及び啓発活動が実施されることが期待される。 
 

指 標 中間レビュー時（2010 年 11 月）までの実績 

3.1. 
研修受講者のうち 60％以上が、地

雷被災者を中心とした障害者が法

律で定められたサービスにアクセ

スするための権利・義務・制度に

関する知識が向上したと回答す

る。 

本指標については、進捗は限定的であり、今後の成果発現

が期待される。 
・研修教材は、施設（Institution）レベルとコミュニティレ

ベルの 2 種類が作成されており、おおむね完成している。

内容の大枠は、PAICMA・MPS・長期専門家が作成し、

詳細については MPS がドラフトを作成した。 
・ 研修の実施スケジュールの大枠は 2010 年 5 月に作成さ

れており、実施主体である両 NGO により予算面を中心

とした計画が立てられ、2011 年 4 月ごろからの活動実施

が予定されている。 

 
【成果 4】対象地域におけるプロジェクト関係機関や関係者のあいだで、地雷被災者の感染軽減

や二次障害予防のための医療施設受診前処置に関する知識が深まる。 
 

成果 4 の指標は以下の 1 つである。中間レビュー時点では、研修を実施するために必要な医療

施設受診前処置基本手順ガイドの作成段階にあり、今後当該ガイドが完成し、対象地域において

ガイドに基づいた研修実施が期待される。 
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指 標 中間レビュー時（2010 年 11 月）までの実績 

4.1. 
研修受講者のうち 60％以上が、地

雷被災者のための医療施設受診前

処置に関する知識が向上したと回

答する。 

本指標については、進捗は限定的であり、今後の成果発現

が期待される。 
・医療施設受診前処置基本手順ガイドは、ドラフトが完成

しており、コミュニティが理解しやすい言葉遣いへの変

更・絵の挿入等の作業が必要な段階まで進捗している。

・研修計画については、2010 年 5 月に活動計画の大枠を作

成し、詳細についてはバジェ県では IDEAL が、アンティ

オキア県では県保健局が立案し、2011 年 4 月ごろの活動

開始が予定されている。 

 
３－４ プロジェクト目標の達成状況 

【プロジェクト目標】バジェ県及びアンティオキア県において、地雷被災者を中心とした障害者

のための総合リハビリテーションの質が改善する。 
 

プロジェクト目標については、以下の 4 つの指標が設定されている。中間レビュー時点では、

指標 1 及び 2 の観点からは、順調な進捗がみられている。一方、成果 3 に関係する指標 3 や成果

4 に関係する指標 4 については、今後関連する地域活動が実施される段階にあり、進捗は限定的

である。よって、プロジェクト目標については、成果 3、4 が今後着実に実施され、予定どおりの

成果が発現されれば、プロジェクト終了時までに達成することが見込まれる。 
 

指 標 中間レビュー時（2010 年 11 月）までの実績 

1. 
プ ロ ジ ェ ク ト 対 象 医 療 施 設

（ HUV 、 IDEAL 、 HUSVP 、

COMITÉ）が、総合リハビリテー

ション（チームリハビリテーショ

ン、日常生活活動評価、切断リハ

ビリテーション、視覚障害リハビ

リテーション）について身に付け

た知識の普及活動を実施してい

る。 

本指標については、以下の理由により望ましい方向に進ん

でいる。 
・本邦研修に参加した対象医療施設の作業療法士へのイン

タビューでは、同僚への詳細な報告に加え、大学の同僚

教員・学生に対して普及を行っているとのことであった。

具体的には、総合リハビリテーションについて、日本で

は実際にどのように実践されているのか、写真等で実例

を示し、実現可能であることを示す等、普及活動が効果

的に実施されている。 

2. 
プロジェクトで裨益する地雷被災

者を中心とした障害者を対象とし

た満足度調査で、機能リハビリテ

ーションに関し、80％以上の項目

について肯定的な回答が得られ

る。 

本指標については、以下の理由により望ましい方向に進ん

でいる。 
・対象 4 医療施設でリハを受けた/受けている地雷被災者を

含む障害者へのインタビューでは、リハを通じて、自立

して行える ADL の種類が増え、またリハの内容や職員

の態度にも満足しているとの回答が多数であった。 
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3. 
プロジェクトで研修を受講した関

係者の半数以上が、法律で定めら

れたサービスにアクセスするため

の権利、義務、制度について身に

付けた知識の普及活動を実施して

いる。 

本指標についての進捗は限定的である。 
・成果 3 の指標の項で述べたとおり、研修に必要な教材の

作成・メディアの選定段階にあり、研修の詳細計画につ

いては作成の途上にある。 

4. 
プロジェクトで研修を受講した関

係者の半数以上が、医療施設受診

前処置について身に付けた知識の

普及活動を実施している。 

本指標についての進捗は限定的である。 
・成果 4 の指標の項で述べたとおり、研修に必要なガイド

の校正途中にあり、研修の詳細計画については作成の途

上にある。 

 
３－５ 上位目標の達成状況 

【上位目標】地雷被災者を中心とした障害者への総合リハビリテーションが国家経済社会政策審

議会政策文書（CONPES80）に含まれている。 
 

上位目標については、中間レビュー時点では、その目標の性格から、明確な結論を述べるのは

困難であるが、以下に示すとおり、目標達成に向け、順調な進捗がみられている。 
 

指 標 中間レビュー時（2010 年 11 月）までの実績 

1. 
障害国家システム関係機関が、地

雷被災者を中心とした障害者への

総合リハビリテーションを含む国

家経済社会政策審議会政策文書

（CONPES80）を推進している。 

本指標については、以下の理由により望ましい方向に進ん

でいる。 
・MPS へのインタビューでは、MPS は国連障害者権利条

約・プロジェクト成果としての総合リハビリテーショ

ン・被災者法に整合する国家経済社会政策審議会政策文

書（CONPES80）の改定を提案しているとのことであっ

た。 

 
３－６ 総 評 

投入実績に関しては、長期専門家の着任の遅れはあったものの、適切なタイミングでの短期専

門家の派遣、機材の供与、長期・短期専門家を中心とする研修の実施がなされており、日本側の

投入はおおむね適切であったと考えられる。コロンビア側の投入に関しては、一部の C/P 機関に

おいて、本プロジェクトに従事する非正規職員の出張旅費等の費用負担が難しい状況にはあるも

のの、おおむね投入のレベルは適切であると考えられる。 
活動実績に関しては、4 つの成果のうち、対象医療施設内での活動を中心とする成果 1 の活動

については順調に進捗している一方、成果 2、3、4 の活動については一部遅延がみられる。 
成果の達成状況に関しては、活動の進捗同様、成果 1 に関しては既に成果の発現がみられるも

のの、成果 2、3、4 については、当該指標で成果をみた場合、成果の発現には至っていない。 



－16－ 

プロジェクト目標の達成状況については、4 つの指標のうち、対象医療施設内での活動を中心

とする 2 つの指標については順調な進捗がみられ、残る 2 つの指標に関しては、今後成果 3、4
に関連する地域活動が実施される段階にあり、進捗は限定的である。 

上位目標の達成については、MPS が国家経済社会政策審議会政策文書（CONPES80）の改定を

提案しており、目標達成に向け順調な進捗がみられている。今後、成果 2、3、4 に関する活動が

着実に実施されるとともに、進捗や成果等実績を正確に把握するための適切な体制を整備し、モ

ニタリングが確実に実施されることを期待したい。 
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第４章 評価 5 項目による評価結果 
 
４－１ 妥当性 

本プロジェクトは、コロンビアの障害政策・日本の ODA 政策とプロジェクトの整合性・対象

地域選定の妥当性・裨益者のニーズとの整合性・日本の支援・技術の優位性といった観点から、

引き続き妥当であると結論づけられる。 
 
（1）コロンビアの障害政策との整合性 

コロンビアでは、憲法第 13 条、47 条、54 条、68 条において、障害者にかかわる基本的な

権利が記され、社会・経済・文化的な自己実現と社会統合のための権利を有すると規定して

いる。1993 年法律 100 号で定められた保健にかかわる社会保障制度では、健康増進、病気予

防、総合的なリハと対応のための活動を方向づけている。同法の方針や 2004 年 CONPES80
で採択された障害者にかかわる公共政策に従い、障害者への総合リハビリテーション活動の

実施が必要とされている。 
他方、コロンビアにおける障害者のための国家の責任と義務については、第 2 期アルバロ・

ウリベ・べレス大統領政権の国家開発計画において、貧困緩和のために拡充が必要と言及さ

れている。また、コロンビアは国連障害者権利条約を批准しており、障害者の権利保障を行

う責務を明らかにすると共に、自治体での取り組み強化をめざしている。 
地雷被災者に関しては、1997 年法律 418 号で定められ、その後 1999 年法律 548 号、2002

年法律 782 号、2006 年法律 1106 号で変更・修正・追記された規定に従い、被災防止・被災

者支援が進められている。上記法律では、共生と有効な司法をめざしたいくつかの手段が定

められている（第 2 部：被害者対応）。2000 年法律 554 号では、対人地雷禁止条約（オタワ

条約）の発効が定められ、2002 年法律 759 号によりコロンビアにおける対人地雷総合活動が

制度化された。その後、対人地雷と不発弾に対する総合対策国家計画（2004-2009）が定めら

れ、2007 年大統領令 2150 号を通じて、人権と国際人権法にかかわる大統領プログラムの対

人地雷観測所に代わり、対人地雷総合アクション大統領プログラム（PAICMA）が創設され

た。対人地雷総合対策の戦略的全体像は、国家政策（2009-2019）（2008 年に対人地雷対策の

ための横断的全国委員会により承認）に定められ、これは国家経済社会政策審議会（CONPES）
により、2009 年政令 3567 号として承認されている。 

PAICMA は本プロジェクトの実施機関であり、地雷の除去だけでなく被災者支援を強化し

ており、一貫して地雷被災者を含む障害者の権利の擁護・強化を進めてきている。コロンビ

アは、2009 年には対人地雷禁止条約（オタワ条約）第 2 回検討会議（カルタヘナ・サミット）

をホスト国として開催し、国際的にも地雷被災者支援への高いコミットメントを示している。 
以上のことから、本プロジェクトはコロンビアの障害政策及び地雷被災者支援政策との高

い整合性を示しているといえる。 
 
（2）ターゲット地域・対象医療施設選定の妥当性 

PAICMA によると、1990 年から 2010 年 9 月までの期間、コロンビア全土での地雷被災登

録者数は累計 8,619 名に達しており、被災防止と被災者支援は重要な課題となっている。 
本プロジェクトでは、アンティオキア県及びバジェ県の 2 県がプロジェクト対象地域とし
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て選定されている。アンティオキア県は、コロンビア国内で地雷被災者数が も多い県の 1
つである。バジェ県は、アンティオキア県と比べ地雷被災者数は少ないものの、コロンビア

南西部の地雷被災者のリハの拠点である HUV が存在し、周辺の県からのレファラルの中核

となっているため選定された。 
プロジェクト対象医療施設の選定に関しては、アンティオキア県では、リハサービス提供

において他県の第 3 次病院より優れたサービスを提供しており、今後モデルとなり得る

HUSVP 及び、同病院とレファラル関係があり地域リハの推進役である COMITÉ が選定され

た。バジェ県では、HUV は、バジェ県と周辺県の地雷被災者のレファラル病院としての機能

に加え、日本政府の草の根・人間の安全保障無償資金協力によりリハ機材が供与されており、

供与機材と連携した支援の継続が考慮され選定された。IDEAL は、コミュニティにおけるリ

ハ活動の長い歴史が考慮され選定された。 
両県内の地域活動の対象地域については、県保健局を中心に選定が進められた。アンティ

オキア県では、地雷被災者が多いバホ・カウカ郡の 4 市が選定されたが、その条件として、

他のプロジェクトによる支援が入っていないこと、道路等のインフラ面でアクセス可能な地

域であること、1 次から 3 次レベルの異なるレベルの地域医療施設が含まれることが考慮さ

れた。 
バジェ県では、選定条件として、地雷被災があり、県中心へのアクセスが可能であり、プ

ロジェクトの推進役となり得る地域医療施設が存在することが考慮され、将来的に県内での

成果普及が可能となるよう県内に均等に分布する 5 市が対象地域として選定された。 
以上により、ターゲット地域の選定及び対象医療施設の選定は妥当である。 

 
（3）裨益者ニーズとの整合性 

本プロジェクトの直接裨益者は対象医療施設のリハ専門職であり、 終裨益者は地雷被災

者を中心とした障害者である。 
対象医療施設のリハ専門職へのインタビュー調査でも明らかなように、対象医療施設はリ

ハを重要な事業の 1 つと位置づけており、リハ専門職は患者を中心とした総合リハビリテー

ションにつながる専門分野の知識や技術習得への高い関心とリハの質向上への高い意欲があ

る。 
地雷被災者を中心とした障害者に関しては、地雷被災者へのインタビューでは、被災者の

権利が十分に普及・認識されておらず、適切な医療施設受診前処置がとられていない現状が

示されており、被災者の権利へのアクセス向上、適切な医療施設受診前処置へのニーズがあ

ることが確認された。なお、被災者の多様なニーズのなかには、医療リハ終了後社会のなか

で自立し生計を立てていくための起業や職業教育を通じた就労支援のニーズも確認されてい

るものの、本プロジェクトのスコープを超えていると考えられる。 
以上より、対象医療施設におけるリハの質向上は、対象医療施設のリハ専門職及び地雷被

災者を中心とした障害者双方のニーズにかなっていると考えられる。 
 
（4）日本の ODA 政策との整合性 

本プロジェクトの 終裨益者はコロンビアの地雷被災者を中心とした障害者であり、同国

の紛争による被災者に対し日本が支援を行うことは、ODA 大綱の基本方針の 1 つである「人
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間の安全保障」の視点に合致する。 
また、2008 年 8 月に現地 ODA タスクフォースとコロンビア政府との経済協力政策協議に

おいて確認された重点分野の 1 つに平和構築が掲げられている。平和構築の 1 つとして、紛

争の結果生じる社会的・経済的問題への対応が挙げられており、地雷被災者を中心とした障

害者に対するリハの質の向上はこの点に合致する。 
さらに、日本の対コロンビア国事業展開計画（2010 年 8 月）においては、平和構築プログ

ラムのなかで紛争の被害者である地雷被災者に対する包括的支援を掲げている。 
以上より、本プロジェクトは日本の ODA 政策と整合的であるといえる。 

 
（5）わが国の技術や経験の優位性 

日本は障害者福祉制度を開拓・発展させてきた長い歴史をもち、国際生活機能分類（ICF）
の導入・活用においても、厚生労働省が積極的に取り組み、医療・福祉関係者の間で概念の

理解・臨床活動への応用が進んでいる。また、日本では医療施設における総合リハビリテー

ション実施体制が整備され、障害者の医療・福祉支援体制が社会的に機能している。 
一方、地雷被災者を中心とした障害者の権利の啓発及び応急処置においては、既にコロン

ビア赤十字等の他機関が類似の活動を実施しており、技術的優位性は必ずしも高くない。た

だし、障害当事者参加等の活動を実践することにより、権利の啓発に関する部分でも JICA
の技術的優位性を高めることは可能であり、日本が支援を行うことは妥当であるといえる。 

 
４－２ 有効性（見込み） 

本プロジェクトは、成果 1 については成果の順調な発現がみられる一方、成果 2、3、4 につい

ては活動の方向性は示されているものの、中間レビュー時点では成果の発現には至っていない。

特に成果 3、4 については、今後活動計画・モニタリング・評価の着実な実行が求められる。 
 
（1）成果及びプロジェクト目標の発現 

本プロジェクトの 4 つの成果のうち、成果 1 については順調な進捗がみられ、成果が発現

している。一方、残りの 3 つの成果については進捗はみられるが、中間レビュー時点では成

果発現に至っていない。 
成果 2 については、計画段階において、日本－チリ・パートナーシッププログラム

（Japan-Chile Partnership Program：JCPP）の枠組みによるチリ人専門家の協力を得たガイド

ラインの作成が予定されていたが、その後、チリからの協力体制の見直し、MPS による国家

ガイドライン整備の提案など、方向性が定まらない状況が続いた。 終的には、2009 年 6 月

の運営指導調査時に、成果 1 の活動の集大成として切断及び視覚障害の総合リハビリテーシ

ョンに関するガイドラインを作成することを関係者間で合意し、実施計画が策定され、現在

は関係者間で活動内容・タイムフレーム・担当者等が明確になっており、着実な進捗がみら

れる。 
成果 3 及び 4 については、計画が策定され、今後両県の予算の執行を待って地域活動の実

施に移る段階であり、着実な実施を期待したい。プロジェクト目標については、成果 3、4
が今後着実に実施され、予定どおりの成果が発現されれば、プロジェクト終了時までに達成

することが見込まれる。 
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（2）成果とプロジェクト目標の関係 
成果 1、2 については、プロジェクト目標である総合リハビリテーションの質の向上に直接

的に関係している。一方、成果 3 とプロジェクト目標の関係については、地雷被災者を中心

とする障害者が、成果 3 の活動を通じて権利や権利にアクセスするための制度についての知

識を得ることで、間接的に総合リハビリテーションの質の向上と結びついている。また、成

果 4 については、地雷被災後の感染症等の二次災害を防ぐことにより、その後のリハプロセ

ス・社会参加が容易になることが考えられ、広い意味で総合リハビリテーションの質の向上

とリンクしていると考える。 
 
（3）諸要因の分析 

現時点において、プロジェクト目標の達成に影響を及ぼす大きな阻害要因はないが、対象

地域での治安状況については、引き続き留意が必要である。また、現在までのところプロジ

ェクト関係者の顕著な異動はなく、プロジェクト実施上の支障はないが、継続性の観点から

今後も引き続きプロジェクト担当者の異動は 小限であることが望ましい。異動の際は、新

たな着任者に対して本プロジェクトの意義が理解されるように、十分な説明が必要だと考え

る。 
 
４－３ 効率性 

専門家派遣に関し、チーフ専門家の派遣が遅れたこと等、効率性に影響を与える要因はあった

ものの、C/P が適切に配置されたこと、本邦研修を中心とする各種研修、短期専門家の投入が適

切なタイミングで実施され成果を上げていること、また供与された機材が有効に活用されている

ことなどより、本プロジェクトの効率性は高いと考える。 
 
（1）長期・短期専門家派遣 

長期専門家については、プロジェクトの開始からチーフ専門家の着任まで約 9 カ月、住民

参加/公衆衛生専門家の着任まで 6 カ月を要し、その分ベースライン調査・対象医療施設に対

する指導・医療機関受診前基本手順に係る情報収集の進捗が遅れたが、着任後の技術指導は

着実に進んでおり、成果が発現しつつある。 
専門家の任期に関しては、プロジェクト期間を 1 年以上残した段階でチーフ専門家・住民

参加/公衆衛生専門家の任期が満了となるため、一部の C/P から懸念が示されている。 
短期専門家については、適切なタイミング・期間・人員で派遣されている。 

 
（2）機材供与 

機材供与のタイミングについて、一部 C/P から、よりプロジェクトの進捗に合わせて対象

医療施設に供与するのが望ましかったとの指摘があったが、投入された供与機材は、対象医

療施設へのインタビューにおける肯定的な評価、機材が実際に患者に利用されている状況か

ら、適切であったと考えられる。 
 
（3）カウンターパートの配置 

コロンビア側で配置された C/P の人員体制は適切であると考えられる。プロジェクトの進



－21－ 

捗に合わせて C/P の増員が図られるなど、必要に応じ適切な人員が確保され、効果的に配置

がなされるよう配慮がされている。 
 
（4）本邦研修・第三国研修・コロンビア国内研修 

本プロジェクトでは、これまでに 3 回の本邦研修、メキシコで行われた第 2 回 CBR 国際会

議やコスタリカ Kaloie プロジェクトフォーラムへの参加等、第三国研修が実施されている。 
特に本邦研修に関し、コロンビア側より高い評価を受けているだけでなく、研修内容が実

際に日常業務で生かされるとともに、帰国研修員が所属する機関の内外に普及されている。

対象医療施設へのインタビューでは、本邦研修を通じて、所属団体が掲げる総合リハビリテ

ーションの概念の方向性が正しかったこと、また実現可能であることを確信できたという心

的な変化だけでなく、ADL 評価を実施する際の指示書を改訂する等、日常のリハ診療に直接

的な効果が発現している。また、研修の成果は、対象医療施設内で共有されているだけでな

く、帰国研修員が講師を務める大学の教員や学生に対しても共有されており、研修の波及効

果がみられる。 
また、長期・短期専門家を中心に、コロンビア国内で ADL や視覚障害リハ等 9 種類の国

内研修・セミナーが実施されており、延べ 540 名を超える参加者を得ており、対象医療施設

へのインタビューでも、研修の有効性は高く評価されている。 
 
（5）その他 

本プロジェクトの効率的な実施に貢献する要因として、HUSVP に対する草の根・人間の

安全保障無償資金協力による視覚障害リハ機材の投入がある。同機材は、本プロジェクトの

短期専門家の助言により選定され、同病院のリハ部門内に設置されており、地雷被災者等、

切断と視覚障害の 2 つの障害をもつ患者が 1 カ所でリハを受けることが可能となっている。 
一方、効率的な実施の阻害要因として、8 つの C/P 機関間の調整の難しさが挙げられる。

C/P 機関のオーナーシップの強さは本プロジェクトの長所の 1 つと考えるが、地理的に離れ

性質の異なる機関が円滑にプロジェクトを実施していくためには、意思決定のメカニズムや

コミュニケーションルートの明確化、議事録等意思決定の記録の整理・モニタリングの強化

など、プロジェクトの運営管理体制の強化が求められる。 
また、本プロジェクトの成果 4 の実施主体である NGO は、コミュニティ活動において豊

富な経験を有するものの、リハビリテーションを専門とする医療施設であり、医療施設受診

前処置等の経験及び知識をもたないことから、活動の効率性が必ずしも確保されない可能性

がある。 
 
４－４ インパクト（見込み） 

本プロジェクトのインパクトについて、現時点で上位目標の達成に向けた動きがみられる。ま

た、HUV で地域医療施設と連携して視覚障害リハサービス提供が開始される等、プロジェクトの

正のインパクトも発現している。 
上位目標の達成可能性について、現在 MPS は、国連の障害者権利条約・プロジェクト成果とし

ての総合リハビリテーション・被災者法に整合する国家経済社会政策審議会政策文書

（CONPES80）の改定を提案している。同様に、MPS は国家経済社会政策審（2010 年～2014 年）
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に障害政策を盛り込むことも提案している。 
本プロジェクトの正のインパクトの 1 つとして、HUV における視覚障害リハの開始がある。プ

ロジェクト開始時、HUV では視覚障害リハは実施されていなかったが、HUV・成人視覚障害リ

ハビリテーションセンター（CRAC）、バジェ視覚・聴覚障害児センターの 3 機関が協定を結び、

HUV は CRAC から専門職の派遣を受け、視覚障害リハを開始した。同視覚リハは、4 カ月間、5
つのプログラムから構成されており、うち 2 つを HUV が、残り 3 つを隣接するバジェ視覚・聴

覚障害児センターが担当し、まもなく第 1 回目のプログラム参加者がリハの全工程を終了する予

定である。3 次レベルの医療機関である HUV が地域の医療施設や NGO との連携により視覚障害

の総合的リハサービスを提供できるようになったという点が特筆に値する。 
 
４－５ 持続性（見込み） 

対象医療施設のリハ専門職の能力は高く、リハは各施設の重要な事業の一角を成しており、成

果 1、2 の持続性は高いと見込まれる。一方、対象医療施設における活動以外の活動を含む成果 3、
4 に関しては、プロジェクト終了後も被災者の権利啓発活動及び医療施設受診前処置の普及活動

を継続するためには、MPS・PAICMA・両県保健局の積極的なコミットメントが必要となる。 
 
（1）政策面での持続性 

政策面での持続性は、地雷被災者を含む障害者への総合リハビリテーションの質の改善が

障害国家政策に含まれ、MPS が関係機関との調整において主導的な役割を果たすことで保障

されると考えられる。また、被災者の診療に際し連帯保障基金（FOSYGA）により適切なタ

イミングで医療機関に支払いがなされることによっても持続性が保障される。 
ADL 評価表を活用し、チームリハの実践を通じた質の高いリハをめざしている対象医療施

設が質の高い医療・リハを持続していくためには、質の高いリハに対する評価（診療点数を

上げる等）を行う等、政策及びシステムとしての支援が望まれる。 
 
（2）制度（人材・組織体制・予算）面での持続性 

人材について、成果 1、2 に関係する対象医療施設においては、チームリハを実施するため

に必要な専門職が確保されている。また、リハは各組織の主要事業の一角を成しており、組

織体制・予算の面でも、持続性は高い。一方、今後県内の IPS に対するプロジェクト成果の

普及メカニズムを構築することが望まれる。 
成果 3、4 については、地域活動の実施がこれからの段階にあり、持続性を判断するのは難

しい。一方、本プロジェクトの成果 4 の実施主体である NGO は、コミュニティ活動の豊富

な経験を有するものの、リハビリテーションを専門とする医療施設であり、医療施設受診前

処置等の経験・知識をもたないことから、持続性が必ずしも確保されない可能性がある。プ

ロジェクト終了後も成果 3、4 の活動を継続するためには、国レベルでは MPS・PAICMA、

県レベルでは両県保健局の積極的なコミットメントが必要である。 
 
（3）技術面での持続性 

対象 4 医療施設のリハ専門職の能力は高く、本プロジェクトを通じて得られた知見・技能

が各施設で活用され、現場の状況に合わせて改良され、患者を中心としたチームリハが実践・
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継続される可能性は高い。また、対象医療施設の技術伝達者は、プロジェクト終了後も県内

の IPS に対し研修セッションを独自でファシリテートする技術的能力を有している。実際、

対象医療施設のなかには、総合リハに関するガイドラインを独自に改訂し、研修の成果を提

携する大学の教員や学生に普及するなどの取り組みがみられており、技術面での持続性は高

いと考える。 
 
４－６ 結 論 

以上の点にかんがみ、本プロジェクトのプロジェクト目標は、成果 3、4 が今後着実に実施され、

予定どおりの成果が発現されれば、プロジェクト終了時までに達成することが見込まれる。上位

目標については、国家経済社会政策審議会政策文書（CONPES80）に総合リハビリテーションの

概念が盛り込まれる形で改定が進められる方向にあり、上位目標達成の可能性はあると考えられ

る。 
本プロジェクトは、コロンビアの障害国家政策と地雷被災者支援政策、日本の ODA 政策と整

合的であり、対象地域選定・裨益者ニーズとの整合性の点でも妥当性は高い。有効性については、

成果 1 で成果の順調な発現がみられている。今後は、特に成果 3、4 について着実な実施が期待さ

れる。効率性については、長期・短期専門家の適切な投入、本邦研修を中心とする各種研修の成

果や供与機材が有効に活用されていること、コロンビア側の適切な協力体制などにより、本プロ

ジェクトの効率性は高いと考えられる。インパクトについては、上位目標の達成に向けた動きが

みられており、また HUV で地域医療施設と連携して視覚障害リハに関するサービス提供が開始

される等、正のインパクトがみられる。持続性については、対象医療施設のリハ専門職の能力は

高く、リハは各機関の重要事業の一角を成しており、技術面での持続性が見込まれる。全関係機

関が組織としてプロジェクト成果を活用し、中央レベルでは PAICMA と MPS、県レベルでは県

保健局がリーダーシップをとり、地雷被災者を中心とした障害者への総合リハビリテーションが

障害国家政策に含まれることにより、プロジェクト成果がコロンビア全土に普及されることが期

待される。 
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第５章 提 言 
 
５－１ 成果 3、4 の実施体制の整備 

4 医療施設内における実績が見えやすい成果 1 と比較して、成果 3、4 は地域における活動であ

り、関係するアクターが多く、その実施形態もバジェ県及びアンティオキア県で大きく異なる。 
今後、住民参加/公衆衛生専門家が中心となり、両県の技術チームとともに、県別・成果別のス

ケジュール、活動実施主体、モニタリング体制を明確に示した文書（実施手順書）を作成し、関

係するアクターと共有することにより、着実に活動を実施していく必要がある。 
 
５－２ プロジェクト運営管理体制の強化 

（1）委員会議事録の作成と共有 
本プロジェクトは、2 県 1 都市にまたがり 8 つの C/P 機関を有しているため、機関同士の

意見調整及び意思決定の円滑化のため、R/D で合意された運営管理体制に基づき、各レベル

における委員会が定期的に実施されている（付属資料４－６「委員会等開催実績」参照）。複

数にわたる関係機関内の円滑なコミュニケーションを保障し、プロジェクト自体のアカウン

タビリティを向上するためには、プロジェクトの共通フォーマットを用いた議事録をすべて

の C/P 機関と適切な時期に共有し、決定プロセス、役割、責任を明確にすることが必要であ

る。 
 
（2）コミュニケーション体制の強化 

当プロジェクトでは、R/D で合意された 3 つのレベルの委員会に加え、日常的な活動のモ

ニタリング・フィードバックと子細な事項の意思決定を目的とした「運営管理委員会（SAC）」
を暫定的に組織している。この委員会の設立により、意思決定が迅速になり、また日本人専

門家が各 C/P 機関と委員会を媒介する役割を担うこととなった。この委員会がより機能する

ためには、プロジェクト内で円滑なコミュニケーションを実施するための体制を、専門家が

中心となって明確化していく必要がある。 
 
（3）モニタリング体制 

日本人専門家が、プロジェクト指標に基づくモニタリングフォーマットを提案し、C/P 機

関と共有する。運営管理委員会が活動のモニタリング・フィードバックを保障することが必

要である。 
 
５－３ 事業裨益者（地雷被災者を含む障害者）の事業実施への関与 

JICA 人間開発部では、課題別指針「障害者支援」を定め、「事業裨益者としての障害者の完全

参加」の重要性を掲げている。当プロジェクトでも、地雷被災者を中心とした障害者を 終裨益

者としている。ベースライン調査及び成果 3 における地雷被災者を中心とする障害者の参加を記

録する必要がある。また、今後地域活動を実施する成果 3 において、計画された地域活動の実施

主体となる NGO（IDEAL・COMITÉ）等が中心となり、地域の障害者グループ・団体等の参加を

促していくことが望まれる。 
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５－４ プロジェクト広報の強化 

（1）関係機関におけるプロジェクトの認知度向上 
コロンビア国内には地雷被災者にかかわるプロジェクトが複数存在しており、特にアンテ

ィオキア県においては被災者対応のプロジェクトも多い。一方、担当者、機関、セクターが

異なると情報が十分共有されないことが多く、活動内容や対象地域が類似していても、それ

らのプロジェクト間の効果的な連携が図られているとはいい難い。 
PAICMA、MPS、県保健局は、他ドナーのプロジェクト情報の収集が可能な立場にあるこ

とから、定期的に関連する情報を交換していくことが望ましい。 
また、関係機関における当プロジェクトの認知度を向上させることが重要であり、関係機

関のプロジェクト担当者がその役割を担うことが期待される。 
 
（2）ホームページやパンフレット等を通じたプロジェクトの情報発信 

昨今、国際協力事業のアカウンタビリティの一層の向上が求められており、JICA でも全技

術協力プロジェクトのホームページを立ち上げ「ODA の見える化」サイトに掲載するなど、

プロジェクト広報強化の方針が打ち出されている。 
今後、ホームページやプロジェクト活動紹介パンフレットなどの作成、その他各種媒体を

利用し、プロジェクトの成果をコロンビア国内外に発信することが期待される。 
 
５－５ その他 

プロジェクトの各機関は、プロジェクト開始時の合意に基づき活動を実施していくことが必要

である。JCC・合同運営委員会（Joint Steering Committee：JSC）・バジェ県運営委員会/アンティオ

キア県運営委員会（VSC/ASC）など各レベルの委員会への参加に係る C/P の出張旅費は、本来コ

ロンビア側の負担とされており、今後の持続性も考慮し、コロンビア側の負担が促進されていく

べきである。 
 
５－６ 団員所感（医療リハビリテーション分野担当：岩谷力） 

本プロジェクトに調査段階から関係してきた 1 人として、これまでの活動について、以下の 3
点の課題を認識していた。 
（1） 4 医療施設の活動は順調で当初の見込みから遅れはあるものの、C/P が自律的に事業を実

施し成果を上げることが見込まれる。 
（2）県保健局の活動は実体が見えない。 
（3）PAICMA・MPS のプロジェクトにおける立場が不明確。 
今回の調査では、特に上記（2）、（3）について特別関心を寄せていた。 

 
（1）4 医療施設の活動について 

総合リハビリテーション、チームアプローチ、ADL について、リハ専門職個々人並びに組

織としての理解は進み、診療システムの改善が始まっている。これは見込みどおりの経過で

ある。ADL 評価表の臨床利用には今後評価表の修正が必要となると考えるが、日本側が主導

することは不要で、折にふれて助言し実体化を支援すればよいと考える。今後、このセクタ

ーの成果を県・中央レベルの省庁・機関で活用していくうえで、データを登録・分析する体
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制の整備が必要である（例：患者登録台帳、ケースサマリーシート、研究交流会企画）。 
 
（2）県保健局の活動について 

今回 3 回目のプロジェクト訪問となるが、県保健局の活動は明確に把握できなかった。 
バジェ県では保健局長が交代し、活動が円滑に継続されるかどうかについて不安を感じた。

チームの再構成も念頭に、チーム内の意思統一を図る必要があるのではないか。 
アンティオキア県では、医療・福祉セクターの一体感が薄いように感じられた。県保健局

が活動するための予算的裏づけが十分でないとの印象を受けたが、プロジェクトの全体構図

のなかで具体的な役割が明確にされていないことが要因と感じられた。 
成果 3 の達成により障害者のプロジェクトへの参画・参加が推進されるものであるが、医

療機関の父権主義的な態度を一気に変えることは困難である。わが国においても、当事者と

医師との関係においてはいまだに父権主義が強く、医療行為そのものに当事者の選択・好み

が反映される場面は限定的である。患者と医師の関係性は、社会の発展と密接に関係してい

る。コロンビアの医療の場面における患者と医療専門職との関係性について、今後情報を収

集し分析して、医療機関の関係者とのあつれきを起こさないように配慮し活動を進める必要

がある。一方、NGO の活動においては当事者の参加は促進的に働く。当事者参加は NGO の

活動場面から発展させることが望ましいと考える。 
成果 4 については、アウトプットを数的データで示すことは極めて困難である。活動実績

を示すにとどまるであろうが、国際赤十字など他の支援機関との協力関係を強化し、公衆衛

生的視点から活動領域や内容を調整するなどして、地雷被災者の救出・搬送・応急処置など

の領域の体制整備に貢献していることが示されればよいのではないかと考える。 
 
（3）PAICMA・MPS について 

1） PAICMA の活動について 
PAICMA が 4 医療施設の成果をどう生かすか、また生かそうとしているかが大きな関心

であった。ダイレクターが交代し、新任ダイレクターの着任が遅れている段階であり、プ

ロジェクト担当の Soraida 氏の活動の評価が定まらず、PAICMA の存在感が薄れ、士気低

下に影響するのではないかと心配された。現場のデータをどのように収集・分析し、施策

に反映させていくかの筋道が立っていないことが、PAICMA の役割が明確にされない原因

となっているのではないか。Soraida 氏のプロジェクト運営管理へのかかわりの実績は、

PAICMA の役割として評価できるものである。地方の C/P がまとめるデータを収集・分析・

フィードバックするともに、その結果を PAICMA が行う他のプログラム（例えばパンフレ

ットやホームページコンテンツなどによる広報活動）において利用するならば、PAICMA
としての役割として十分に評価されるのではなかろうか。 

MPS のプロジェクト担当 Rocio 氏の言によると、現在、地雷被災者を含む障害者の救済

法の整備が進められているが、PAICMA と MPS が連携して本プロジェクトの成果を救済

法に反映させるように活動しているとのことであった。 
 

2） MPS の活動について 
当初計画では MPS は主要なアクターではなく、プロジェクト前半でも成果 2 の国家ガイ
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ドライン策定の方針変更を主張するなど、プロジェクト活動を混乱させる要因の 1 つであ

った。中間評価の段階では、プロジェクトの成果を障害者福祉制度の改革（法改正）、医

療制度施策（国家が策定する診療ガイドライン整備）に反映させる意思が強いことを確認

した。MPS が 4 医療施設が生み出す成果を施策に反映させるならば、このプロジェクトの

成果は地雷被災者を含む障害者の福祉の向上に寄与することとなり、上位目標が達成され

ることが期待できる。今後は、プロジェクトとして MPS との連携を強め、成果を国の施策

に反映させる戦略に取り組むことが望まれる。 
 

3） PAICMA と MPS による施策への反映を推進するために 
地方の C/P が行った成果を収集・分析する仕組みが必要である。この体制を整備するこ

とは、JICA、PAICMA、MPS から成る運営管理委員会の重要な任務である。提言５－２（3）
に述べられているモニタリング体制を早急に整備し、結果を分析して C/P にフィードバッ

クし、C/P の活動の発展に役立てるとともに、法整備・医療制度改革などの障害者施策の

推進に役立てる戦略に結びつけることが重要と考える。 
 
付記：プロジェクト俯瞰図の提案 

今回の調査を通じて、本プロジェクトの主要アクター・活動領域・活動成果などを俯瞰するイ

メージを以下に示す。関係者間で検討し共有することにより、チームの一体感を発展させること

に役立てば幸いである。 
 

 

図－１ プロジェクト俯瞰図 
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ADL (AVD) Activities of Daily Living 
(Actividades de Vida Diaria) 

CBR (RBC) Community Based Rehabilitation 
(Rehabilitación Basada en 
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CCC (JCC) Comité Coordinador Conjunto  
(Joint Coordinating Committee) 

CDA (ASC) Comité Directivo Antioquia 
(Antioquia Steering Committee) 

CDC (JSC)  Comité Directivo Conjunto  
(Joint Steering Committee) 

CDV (VSC)  Comité Directivo Valle del Cauca 
(Valle del Cauca Steering Committee)

CIREC Centro Integral de Rehabilitación de 
Colombia  
(Colombia Integral Rehabilitation 
Center)

DSSA Dirección Seccional de Salud de 
Antioquia
(Departmental Health Office of 
Antioquia)

EPS Entidades Promotores de Salud 
(Health Promoting Institutions)  

FOSYGA Fondo de Solidaridad y Garantía 
(Solidarity and Security Fund)  

HUSVP Hospital Universitario San Vicente de 
Paúl  
(San Vicente of Paul Unviersity 
Hospital)  

HUV Hospital Universitario del Valle  
(Valle University Hospital)  

ICBF Instituto Colombiano de Bienestar 
Familiar  
(Colombia Institution of Family and 
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Functioning, Disability and Health 
(Clasificación Internacional del 
Funcionamiento, de la discapacidad y 
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IPS Instituciones Prestadoras de Servicios 
de Salud  
(Health Service Providing 
Institutions)

JCPP Japan-Chile Partnership Program  

M/M Minutes of Meetings 
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MPS Ministerio de la Protección Social 
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(Matriz de Diseño del Proyecto)  
PO  Plan of Operation (Plan Operativo)  
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SDSV Secretaría Departamental de Salud del 

Valle del Cauca  
(Departmental Health Office of Valle 
del Cauca) 

SENA Servicio Nacional de Aprendisaje 
(National Skills Training Service 
Authority)  



－37－

3

5

5

3 4

1 PDM 2
2 PDM
3 PO 2
4



－38－

4

2005
4,209 6.3 265

3 4

40
2006

1,123

1 3
4 3 97

2008 8
3 4

2
4 2

Project Design Matrix PDM
Plan of Operation PO



－39－

5

 JICA

UFJ
 JICA

Soraida Delgado Sierra 
PAICMA

Rocio Gutierrez MPS
Alvaro Jose Morales 
Vela 

SDSV

Natalia Montoya DSSA
Belkys Angulo HUV
Lina Maria Osorio 
Vergara

HUV

Diana Maria Molina 
Montoya HUSVP
Rodolfo Millan Muñoz 
Carlos Alberto Quintero 
Valencia 

1 11 1
2 11 2  JICA

3 11 3 PAICMA

4 11 4



－40－

6

5 11 5

6 11 6
7 11 7
8 11 8

9 11 9

10 11 10
11 11 11

12 11 12

13 11 13
14 11 14

15 11 15
16 11 16
17 11 17

PAICMA

18 11 18
19 11 19 Joint Coordinating Committee JCC



－41－

7

DAC OECD 5

1

PDM

2
1

2 3 4

3
Activities 

of Daily Living ADL

4

5

8 PAICMA

4
4 ADL

4



－42－

8

8 /

4

4 ADL

/

5
1

2

3

4

5
JICA



－43－

9

5

ODA

1
13 47 54 68

1993 100

2004 CONPES 80

2

1997 418 1999 548
2002 782 2006 1106

2 2000 554
2002 759

2004-2009 2007 2150

PAICMA
2009-2019 2008

CONPES 2009 3567

PAICMA

2009
2



－44－

10

2
PAICMA 1990 2010 9

8,619
2

1

3

4

1 3

5

3

1



－45－

11 

4 ODA

ODA
1 2008 8 ODA

1 1

2007 3 JICA

ODA

5

International Classification of Functioning, Disability and Health ICF

JICA

1 2 3 4

3 4



－46－

12

1
4 1

3
2

Japan-Chile Partnership Program JCPP

2009 6

3 4

3 4

2
1 2

3
3

4

3



－47－

13

1
9 /

6

1 /

2

3

4
3 2 CBR

Kaloie

ADL

8 540



－48－

14

5

2 1
8

1

CONPES 80 2010 2014

1

Centro de Rehabilitacion para Adultos Ciegos CRAC
Instituto para Niños Ciegos y Sordos del Valle del Cauca 3

CRAC
4 5 2

3
1 3

NGO

1 2
3 4



－49－

15

1

Fondo de 
Solidaridad y Garant a FOSYGA

ADL

2
1 2

Instituciones Prestadoras de Servicios de Salud IPS
3 4

3 4

3
4

IPS

3 4

CONPES 80



－50－

16

ODA

1 3
4

PAICMA



－51－

17

4 1 3 4

/

1
2 1 8

Record of Discussion R/D

2
R/D 3

SAC

3

JICA



－52－

18

3
3

NGO

1

PAICMA

2
JICA

ODA

JCC Joint Steering Committee JSC
/ VSC/ASC



－53－

２．ミニッツ（M/M 西文）



－54－



－55－



－56－

Anexo de Minuta 

Informe de revisión Intermedia Conjunta 

del Proyecto de Fortalecimiento del Sistema de Rehabilitación 

Integral para Personas con Discapacidad, especialmente 

Víctimas de Accidentes con Minas Antipersonales en Colombia 

Noviembre de 2010 

Departamento de Desarrollo Humano 
Agencia de Cooperación Internacional del Japón (JICA) 



－57－
1

Abreviación

AVD (ADL) Actividades de Vida Diaria (Activities of Daily Living) 

CCC (JCC) Comité Coordinador Conjunto (Joint Coordinating Committee) 

CDC (JSC)  Comité Directivo Conjunto (Joint Steering Committee) 

CDV (VSC)  Comité Directivo Valle del Cauca (Valle del Cauca Steering Committee) 

CDA (ASC) Comité Directivo Antioquia (Antioquia Steering Committee) 

CIF(ICF)  Clasificación Internacional del Funcionamiento, de la discapacidad y de la 

salud (International Classification of Functioning, Disability and Health) 

CIREC Centro Integral de Rehabilitación de Colombia (Colombia Integral 

Rehabilitation Center)  
DSSA Dirección Seccional de Salud de Antioquia (Departmental Health Office of 

Antioquia)
EPS Entidades Promotores de Salud (Health Promoting Institutions)  

FOSYGA Fondo de Solidaridad y Garantía (Solidarity and Security Fund)  

HUSVP Hospital Universitario San Vicente de Paúl (San Vicente of Paul Unviersity 

Hospital) 

HUV Hopital Universitario del Valle (Valle University Hospital)  

ICBF Instituto Colombiano de Bienestar Familiar (Colombia Institution of Family 

and Welfare)  

IPS Instituciones Prestadoras de Servicios de Salud (Health Service Providing 

Institutions) 

JCPP Japan-Chile Partnership Program  

M/M Minuta de Reunión Minutes of Meetings

MPS Ministerio de la Protección Social 

PAICMA Programa Presidencial para la Acción Integral contra Minas Antipersonal 

PDM (MDP) Matriz de Diseño del Proyecto (Project Design Matrix)  

PO  Plan Operativo (Plan of Operation)  

RBC CBR  Rehabilitación Basada en Comunidad (Community Based Rehabilitation) 

R/D Registro de Discuciones (Record of Discussion) 

SDSV Secretaría Departamental de Salud del Valle del Cauca (Departmental 

Health Office of Valle del Cauca) 

SENA Servicio Nacional de Aprendisaje (National Skills Training Service 

Authority)  
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CAPITULO 1 CONTENIDO DE LA REVISIÓN INTERMEDIA 

1-1 ANTECEDENTES DEL PROYECTO Y EL OBJETIVO DEL ENVIO DE 
LA MISIÓN 

Según el censo nacional de 2005, en Colombia, el 6.3 % de 42,09 millones de 
toda la población colombiana, es decir, 2,65 millones son personas con 
discapacidad. A pesar de que el Ministerio de Protección Social, como gestor de 
política pública, coopera con otros ministerios y entidades relacionadas y las 
leyes y normas relacionados están establecidas, en realidad, hay casos en que 
personas con discapacidad no han podido acceder a la protección social o a la 
atención médica suficientemente.  

La rehabilitación médica para personas con discapacidad se realiza en algunos 
hospitales de tercer nivel y la sección de rehabilitación de hospitales de cuarto 
nivel. Sin embargo, muchas personas con discapacidad viven en zonas rurales 
y tienen la dificultad de trasladarse hasta el hospital que ofrece este tipo de 
servicios. Además, debido a la falta de capacidad de funcionarios municipales o 
de instituciones de salud, función insuficiente de la red entre entidades de salud, 
mal entendimientos acerca de la rehabilitación medica, entre otras causas, las 
personas con discapacidad no han podido recibir servicios médicos adecuados, 
por la consecuencia de ello, resulta difícil llevar la vida independiente, tener 
empleo y participar a la sociedad.     

Por otro lado, como una causa de discapacidad propia de Colombia, se puede 
mencionar el accidente con minas antipersonal. Como en el conflicto armado 
que continúa entre las fuerzas militares y grupos armados al margen de la ley 
durante más de 40 años se ha venido utilizando minas antipersonal, en el año 
2006 se registraron 1.123 personas como víctimas de MAP y MUSE, con lo cual 
Colombia se ha convertido en el primer país que tiene mayor número de 
víctimas de MAP y MUSE en el mundo, superando Camboya y Afganistán. 

Después de haber firmado la Convención de Ottawa, aunque el gobierno 
colombiano inició la eliminación de las minas almacenados y enterrados, el 
número de víctimas viene aumentando año tras año. En promedio al día se 
accidentan  más de 3 personas por MAP y MUSE, el 40% de las víctimas son 
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civiles, de los cuales el 30% son menores de edad. Además el 97% de los 
hechos se registra en zonas rurales de escasos recursos. En ese sentido, el 
fortalecimiento del sistema de rehabilitación para personas con discapacidad 
especialmente víctimas de minas antipersonal es una de las tareas más 
prioritarias.      

Ante esta situación, con base en la solicitud del gobierno colombiano, en mes de 
agosto de 2008 se inició un proyecto de cooperación técnica que busca mejorar 
la calidad del sistema de la rehabilitación integral para las personas con 
discapacidad especialmente víctimas de minas antipersonal.  

Como zonas objeto, fueron seleccionados el 1) Departamento de Antioquia, 
donde se concentra mayor número de víctimas de minas antipersonal, y el 2) 
Departamento de Valle del Cauca, aunque tiene menos víctimas que Antioquia, 
existe el Hospital Universitario del Valle como centro de referencia de 
rehabilitación de víctimas de MAP y MUSE de la región suroccidente de 
Colombia. 

El objetivo de esta revisión intermedia, es revisar el contenido de las actividades 
los resultados y la meta del proyecto y formular un acuerdo sobre el 
direccionamiento del desarrollo del proyecto que se dará de aquí en adelante, 
incluyendo la realización de ajustes en la Matriz de Diseño del Proyecto y el 
Plan de Operación, con base en la evaluación del avance del proyecto, en se 
encuentra en la mitad del período del proyecto de 4 años.   
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1-2 ESTRUCTURA DE LA MISIÓN 

Parte Japonesa

Nombre y apellido Cargo Entidad
Kiyoshi
YOSHIMOTO 

Líder de la Misión Representante Residente de la 
Oficina Colombia, JICA 

Tsutomu IWAYA Rehabilitación 
médica

Presidente del Centro Nacional de 
Rehabilitación para Personas con 
Discapacidad 

Kenji WAKASUGI Evaluación y análisis Consultor, Mitsubishi UFJ 
Research & Consulting 

Junko OHNO Planeación de la 
cooperación

Experta asociada, División de 
Seguridad Social, Departamento 
de Desarrollo Humano, JICA 

Parte Colombiana

Nombre y apellido Entidad Cargo
Soraida Delgado 
Sierra

PAICMA Encargada del 
Proyecto

Rocío Gutiérrez Ministerio de la Protección Social Encargada del 
Proyecto

Álvaro José Morales Secretaria de Salud Departamental del 
Valle del Cauca 

Encargado del 
Proyecto

Natalia Montoya Dirección Seccional de Salud y 
Protección Social de Antioquia 

Encargada del 
Proyecto

Belkys Beatriz 
Angulo
Lina María Osorio 

Hospital Universitario del Valle Encargadas del 
Proyecto

Diana María 
Montoya

Hospital Universitario San Vicente 
Fundación

Encargada del 
Proyecto

Rodolfo Millán 
Muñoz

Fundación IDEAL Encargado del 
Proyecto

Carlos Alberto 
Quintero

El Comité de Rehabilitación Encargado del 
Proyecto
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1-3 AGENDA DE LA REVISIÓN INTERMEDIA 

Fecha día Contenido
1 de nov. Lunes El encargado de análisis y evaluación llega a Colombia 
2 de nov. Martes Reunión en la oficina de JICA en Colombia 

Reunión con expertos del proyecto, entrevista 
3 de nov. Miércoles Entrevista con las personas encargadas de PAICMA 

Entrevista con las personas encargadas del Ministerio de 
Protección Social 

4 de nov. Jueves Traslado a Medellin 
Entrevista con las personas encargadas del El Comité de 
Rehabilitación 

5 de nov. Viernes Entrevista con las personas encargadas del Hospital 
Universitario de San Vicente de Paúl 
Entrevista con funcionarios médicos, ex becarios de la 
capacitación en Japón, Grupo de enfoque, usuarios 

6 de nov. Sábado Entrevista con víctimas de minas antipersonal 
7 de nov. Domingo Organizar documentos 
8 de nov. Lunes El Comité de rehabilitación 

Entrevista con funcionarios médicos, ex becarios de la 
capacitación, Grupo de enfoque, usuarios 

9 de nov. Martes Entrevista con el Secretario y con la persona encargada de 
la Dirección Seccional de Salud y Protección Social de 
Antioquia
Encargado de evaluación y análisis se traslada a Cali 
Encargada de planeación de cooperación se traslada a Cali 

10 de nov. Miércoles Entrevista con la persona encargada de la Secretaria de 
salud de la gobernación de Valle del Cauca 

11 de nov. Jueves Entrevista con la persona encargada de la Fundación IDEAL
Entrevista con funcionarios médicos, regresados de la 
capacitación, Grupo de enfoque, pacientes 

12 de nov. Viernes Entrevista con la persona encargada del Hospital 
Universitario del Valle 
Entrevista con funcionarios médicos, regresados de la 
capacitación, Grupo de enfoque, pacientes 
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Fecha día Contenido
13 de nov. Sábado Organizar documentos 
14 de nov. Domingo Encargado de evaluación y análisis, Encargada de 

planeación de cooperación se trasladan a Medellin 
Líder de la misión, encargado de rehabilitación medica 
llegan a Medellin 

15 de nov. Lunes Comité de la misión interna 
16 de nov. Martes Reunión con las personas encargadas del proyecto en la 

Gobernación de Antioquia 
17 de nov. Miércoles Todo el equipo de la misión se traslada a Bogota 

Entrevista con la Directora (E) del PAICMA 
Reunión interna de la misión 

18 de nov. Jueves Comité para la minuta: Informe del resultado de la 
evaluación, confirmación del contenido 

19 de nov. Viernes Comité de coordinación conjunta 
Informe a la Embajada del Japón 
Salida de Colombia 

1-4 METODOLOGÍA DE LA REVISIÓN 

1-4-1 MÉTODOS DE EVALUACION 

En esta ocasión, se llevó a cabo la revisión enfocada a la Pertinencia, la Efectividad y la 
Eficiencia, de 5 aspectos de evaluación, y adicionalmente se analizaron factores de 
impedimento y contributivo. 

1) Pertinencia 

Se realizó el análisis de pertinencia en la mitad del periodo de proyecto a través de 
confirmar si ha habido algún cambio en la política y/o la prioridad acerca de la 
rehabilitación integral para personas con discapacidad, comparando con la etapa inicial del 
proyecto, y a su vez, a través de confirmar razones por las cuales se han modificado la 
Matriz de Diseño del Proyecto (MDP) con los expertos japoneses. 

2) Efectividad 

Se analizó el grado de logro de cada resultado esperado, causas de dificultad y progreso 
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en este momento. Para el resultado 1, se averiguó principalmente cómo se han aplicado 
en la atención médica diaria los conocimientos y técnicas adquiridos a través de varios 
cursos de capacitación realizados hasta la fecha. En cuanto a los resultados 2, 3 y 4 se 
revisaron los factores promotores y de impedimento para lograr la materialización de los 
resultados. 

3) Eficiencia 

Se realizó el análisis sobre la proyección sobre el logro de la meta dentro de la mitad del 
periodo restante. En especial, en cuanto al resultado 1, se identificó qué tipo de cambio se 
ha generado por la realización de cursos de capacitación y la implementación del formato 
de evaluación AVD, y qué tipo de beneficios y ventajas se pueden dar a los pacientes y 
profesionales de Rehabilitación por esos cambios. Luego, se analizó sobre la posibilidad 
de lograr la meta del proyecto, a través de recopilar informaciones sobre los efectos 
generados del proyecto.  

4) Impacto 

Se llevó a cabo el análisis basado en las informaciones adquiridas por expertos japoneses 
y entidades de contraparte, sobre la posibilidad de lograr la meta superior, la cual es la 
implementación de la política pública nacional para la discapacidad incluyendo la 
rehabilitación integral. 

5) Sostenibilidad 

Se hizo el análisis basado en las informaciones adquiridas por expertos japoneses y 
entidades de contraparte, enfocando a la sostenibilidad técnica, organizacional y 
presupuestal. 

1-4-2 FORMA DE RECOPILAR LA INFORMACION  

Para esta evaluación, se recopiló informaciones a través de entrevistas con expertos 
japoneses y las ocho entidades de contraparte, las cuales son el PAICMA, el Ministerio de 
Protección Social, la Secretaría Departamental de Salud del Valle del Cauca, la Dirección 
seccional de Salud y Protección Social de Antioquia, el Hospital Universitario del Valle, el 
Hospital Universitario San Vicente Fundación, la Fundación IDEAL, y El Comité de 
Rehabilitación, teniendo en cuenta los puntos mencionados anteriormente. 
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Además, se realizaron la entrevista con profesionales de rehabilitación y la discusión 
grupal enfocado del equipo AVD de las 4 instituciones de salud objeto, con el fin de aclarar 
el grado de aplicación de los conocimientos y técnicas adquiridos en los cursos de 
capacitación en la atención diaria, el Impacto hacia los pacientes y dificultades que se 
encuentran en la ejecución del proyecto. 

Adicionalmente, se llevó a cabo la recopilación de informaciones sobre la necesidad y el 
grado de satisfacción acerca de la atención para pacientes y víctimas, a través de 
entrevistas con pacientes y víctimas de minas antipersonal en las 4 instituciones de salud 
objeto del proyecto. 

Forma de recopilar informaciones por objeto 

Objeto
Forma de recopilar 

informaciones
Encargado de 8 entidades de 
contraparte 

Entrevista individual / grupal 

Funcionarios especializados en 
rehabilitación en 4 instituciones 
medicas de objeto 
(incluye participantes a cursos de 
capacitación) 

Entrevista grupal 

Equipo ADL de 4 instituciones medicas 
de objeto 

Entrevista grupal 

Víctimas de minas antipersonal/ 
pacientes ambulantes 

Entrevista individual 

1-4-3 ASPECTOS DE REVISIÓN (5 ASPECTOS DE EVALUACIÓN) 

Pertinencia:  Se revisa si el objetivo del proyecto y la meta superior del proyecto 
coinciden con la política y necesidad del gobierno de Colombia, de la entidad ejecutora y el 
grupo objeto del proyecto. También se revisa si se reconoce la ventaja de Japón en el área 
objeto.

Efectividad: Se revisa hasta qué grado se ha logrado el objetivo del proyecto, a través 
de los resultados obtenidos. 
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Eficiencia: Se revisa qué tanto de la inversión se ha convertido en productos. También 
se analiza si la calidad, la cantidad, los métodos, las maneras y el momento de la inversión 
fueron adecuados. 

Impactos: Se identifican los impactos directos e indirectos, positivos y negativos que 
se han generado por la implementación del proyecto (incluyendo las influencias y los 
efectos que no se esperaban en la etapa inicial de la planeación). 

Sostenibilidad: Se revisan si los impactos generados por la implementación del proyecto 
se mantienen después que finalice la cooperación de JICA. 
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CAPITULO 2 RESULTADO DE LA REVISIÓN SEGÚN LOS 5 ASPECTOS DE 
EVALUACIÓN 

2-1 PERTINENCIA 

Se concluyó que este proyecto sigue siendo pertinente por las siguientes razones, 
teniendo en cuenta la política nacional de Discapacidad de Colombia, la coincidencia del 
proyecto con la política de la Asistencia Oficial de para el Desarrollo (AOD) del Japón y la 
necesidad de los beneficiarios, la pertinencia en la selección de las zonas objeto del 
proyecto y la ventaja del apoyo y la técnica de Japón:   

(1) Coincidencia con la Política Nacional de Discapacidad de Colombia 

En Colombia, se han establecido derechos fundamentales para personas con  
discapacidad en los artículos 13, 47, 54, 68 de la Constitución Política y se define que 
tienen derecho a la realización personal y la integración socioeconómica, social y cultural. 
El Sistema de Seguridad Social en Salud establecido mediante la Ley 100 de 1993, cuya 
rectoría se encuentra en el Ministerio de la Protección Social, orienta las acciones de 
promoción de la salud, prevención de la enfermedad, atención y rehabilitación integral en 
salud; en ésta misma línea y de acuerdo a lo establecido en la Política Pública de 
Discapacidad adoptada mediante el documento CONPES 80 de 2004, fortalece la 
necesidad de las acciones de rehabilitación integral a las personas con discapacidad.  
De otra parte, las responsabilidades y obligaciones del Estado colombiano hacia las 
personas con discapacidad, se reforzaron en la línea de mitigación de la pobreza extrema 
y vulnerabilidad en el Plan de Desarrollo Nacional del segundo periodo del gobierno del 
Presidente Álvaro Uribe Vélez. Finalmente, es de precisar que Colombia ratificó la 
Convención sobre los Derechos de las Personas con Discapacidad de las Naciones 
Unidas, reiterando su compromiso con la garantía de los derechos de las personas con 
discapacidad y generando mayores demandas a las entidades territoriales. . 

En cuanto a las víctimas de minas antipersonal, Colombia  ha adelantado programas de 
apoyo a las víctimas de MAP y MUSE y la prevención de accidentes de MAP y MUSE,  
Ley 418 de 1997, Prorrogada, modificada y adicionada por las leyes 548 de 1999, 782 de 
2002, 1106 de 2006. Ley en la que se consagran unos instrumentos para la búsqueda de la 
convivencia y la eficacia de la justicia. (Título II Atención a Víctimas). La ley 554 de 2000 
que reglamenta la entrada en vigor de la convención sobre la prohibición de Minas 
Antipersonal (Convención de Ottawa);  la institucionalización de la Acción Integral Contra 
Minas Antipersonal en Colombia por medio de la Ley 759 de 2002; la adopción del “Plan 
Nacional de Acción Integral contra Minas Antipersonal y Municiones sin Explotar (2004 – 
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2009);  la creación del Programa Presidencial para la Acción Integral contra las Minas 
Antipersonal (Decreto 2150 de 2007), en reemplazo del Observatorio de Minas 
Antipersonal del Programa Presidencial de Derechos Humanos y Derecho Internacional 
Humanitario; La perspectiva estratégica de la Acción Integral contra Minas Antipersonal se 
encuentra determinada por la Política Nacional 2009-2019 (aprobada por la Comisión 
Intersectorial Nacional para la Acción contra Minas Antipersonal en 2008) y en el 
Documento 3567 de 2009, aprobado por el Consejo Nacional de Política Económica y 
Social (CONPES).  

PAICMA es la entidad ejecutora de este proyecto, y a través de sus actividades se ha 
fortalecido no solamente la eliminación de minas antipersonal, sino también la atención a 
las víctimas.  En ese sentido, el gobierno colombiano se ha venido adelantando 
constantemente el fortalecimiento y la protección de los derechos de las personas con 
discapacidad, incluyendo las víctimas de minas antipersonal.  En 2009, en Colombia  
sede de la Segunda Conferencia de Revisión de la Convención de Ottawa (Cumbre de 
Cartagena). De esta manera, Colombia ha demostrado internacionalmente un compromiso 
firme para apoyar a las víctimas de minas antipersonal. 

(2) Pertinencia en la Selección de Instituciones de Salud Objeto y las Zonas Objeto 

Según el PAICMA, el número total de víctimas por minas antipersonal registradas en 
Colombia desde 1990 hasta septiembre de 2010 alcanza a 8.619 personas, por lo tanto, la 
prevención y la atención a las víctimas son los retos más importantes. En este proyecto, se 
han seleccionado los departamentos de Antioquia y Valle del Cauca como zonas objeto del 
proyecto.

El departamento de Antioquia es uno de los departamentos que tiene mayor número de 
víctimas de minas antipersonal.  En caso de Valle del Cauca, aunque tiene menos 
víctimas que Antioquia, existe el Hospital Universitario del Valle como centro de referencia 
de rehabilitación de víctimas de MAP y MUSE de la región suroccidente de Colombia.  

Como las entidades de salud objeto del proyecto, fueron seleccionados: 1) el Hospital 
Universitario San Vicente de Paúl, porque se considera que se pueda convertir en un 
modelo de referencia, debido a que ofrece un servicio de rehabilitación de nivel más alto 
que los otros hospitales de tercer nivel de otros departamentos, y 2) El Comité de 
Rehabilitación, porque se considera como promotor de rehabilitación regional y tiene la 
relación de referencia con el hospital anteriormente mencionado. 

En Valle del Cauca, como entidades de salud objeto del proyecto, fueron seleccionados: 1) 
el Hospital Universitario del Valle, porque tiene la función como hospital de referencia para 
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víctimas no solamente de Valle del Cauca, sino también de departamentos vecinos, 
además, pensando en la realización del apoyo articulado con la donación de equipos bajo 
el Programa de Asistencia Financiera no Reembolsable para Proyectos Comunitarios de 
Seguridad Humana (APC), y 2) la Fundación IDEAL, porque tiene larga experiencia y 
trayectoria en actividades comunitarias y de rehabilitación.  

En cuanto a la selección de las zonas objeto en los dos departamentos mencionados, se 
ha adelantado el proceso de selección principalmente por parte de las secretarías de salud 
departamentales. En el departamento de Antioquia, se seleccionaron cuatro municipios de 
la zona de Bajo Cauca donde se concentran víctimas, donde no había llegado ni apoyo ni 
cooperación de otros donantes, que sean accesibles por las condiciones de la 
infraestructura, y teniendo en cuenta que existan entidades de salud regionales de 
distintos niveles de I a III.  

En el Valle del Cauca, fueron seleccionados cinco municipios distribuidos geográficamente, 
donde haya presencia de víctimas de minas antipersonal, en que haya acceso al centro del 
departamento y haya entidades de salud que puedan ser contraparte del proyecto, para 
que en el futuro la divulgación del resultado dentro del Departamento sea más fácil.   

Por lo anterior, se considera que la selección de las zonas objeto y las entidades de salud 
objeto del proyecto han sido pertinentes. 

(3) Coincidencia con la necesidad de beneficiarios 

Los beneficiarios de este proyecto son profesionales de rehabilitación de las entidades de 
salud objeto del proyecto y personas con discapacidad, incluyendo víctimas de minas 
antipersonal.  

En cuanto a profesionales de las cuatro entidades de salud objeto del proyecto, los cuales 
son los beneficiarios directos, como muestra el resultado de las entrevistas realizadas con 
esos profesionales, estas entidades consideran que la rehabilitación es una de las 
actividades importantes de su entidad y los profesionales muestran alto interés en la 
adquisición del conocimiento y la técnica relacionada con la rehabilitación integral basada 
en los pacientes.  

En cuanto a personas con discapacidad incluyendo víctimas de minas antipersonal, en las 
entrevistas realizadas con víctimas de minas antipersonal, se reveló la situación real en 
que los derechos de las víctimas no se han divulgado ni reconocido suficientemente ni la 
atención prehospitalaria se realiza de manera adecuada. Por lo tanto, aun existe la 
necesidad de fortalecer el acceso a los derechos de las víctimas y la atención 
prehospitalaria adecuada. Además, en las entrevistas con víctimas de minas antipersonal 
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se expresaron diversas necesidades; especialmente la necesidad del apoyo para la 
generación de ingresos a través del emprendimiento o la formación laboral, para que 
puedan lograr la independencia económica y social, después de terminar el proceso de 
rehabilitación. 

Así las necesidades de las personas con discapacidad, principalmente de víctimas de 
minas antipersonal, beneficiarios finales de este Proyecto, son diversas y se han detectado 
necesidades que superan el alcance de este proyecto.  Sin embargo, se considera que de 
acuerdo con la necesidad tanto de los profesionales de rehabilitación de las entidades de 
salud objeto del proyecto y como de personas con discapacidad incluyendo víctimas de 
minas antipersonal, se requiere el mejoramiento de la calidad de rehabilitación en las 
entidades de salud objeto del proyecto.  

(4) Coincidencia con la política de AOD de Japón 

Los beneficiarios finales de este proyecto son personas con discapacidad incluyendo 
víctimas de minas antipersonal en Colombia. En ese sentido, brindar apoyo a las víctimas 
del conflicto armado en este país coincide con la visión de la “seguridad humana”, la cual 
es una de las políticas básicas de La Carta de la Asistencia Oficial para el Desarrollo de 
Japón. Por otro lado, una de las aéreas prioritarias acordadas en la reunión sobre la 
política de cooperación económica realizada en agosto de 2008 entre el equipo japonés de 
AOD y el gobierno colombiano, fue la construcción de paz y una de las medidas para la 
construcción de paz es la atención a los problemas socio-económicas generados por la 
consecuencia del conflicto.  Por lo tanto, el mejoramiento de la calidad de rehabilitación 
para las personas con discapacidad incluyendo víctimas de minas antipersonal coincide se 
considera como una manera de la atención a problemas socio-económicos generados por 
el conflicto. Además, los lineamientos para la ejecución de proyectos por país, establecidos 
por JICA y modificados en marzo de 2007, buscan desarrollar la cooperación para la 
construcción de paz alrededor de unos temas principales tales como el apoyo al 
mejoramiento de la calidad de los servicios de rehabilitación para las personas con 
discapacidad incluyendo víctimas de minas antipersonal y el apoyo a la independencia 
económica a través de la formación laboral. 

Por lo tanto, se puede decir que este proyecto coincide con la política de AOD de Japón.  

(5) Ventaja de la técnica y la experiencia de Japón 

Japón tiene una historia larga del desarrollo del sistema de bienestar para las personas 
con discapacidad y el Ministerio de Salud, Trabajo y Bienestar Social ha venido trabajando 
activamente en la implementación y el aprovechamiento de La Clasificación Internacional 
del Funcionamiento, de la Discapacidad y de la Salud (CIF), por lo cual entre los actores de 
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los sectores médico y de bienestar se ha difundido el conocimiento sobre el concepto y la 
aplicación del concepto en actividades clínicas. Además, en Japón, se ha establecido el 
sistema de realización de la rehabilitación integral en las entidades de salud y está 
funcionando socialmente el sistema de la atención médica y bienestar para las personas 
con discapacidad. Por otro lado, en cuanto a la divulgación de los derechos de las 
personas con discapacidad y los primeros auxilios para personas con discapacidad 
incluyendo víctimas de minas antipersonal, se pierde la ventaja técnica de Japón, debido a 
que otros organismos ya habían realizado actividades similares. No obstante, es posible 
elevar la ventaja técnica de JICA en la divulgación de los derechos realizando actividades 
con la participación de personas con discapacidad, por lo tanto se considera que brindar 
apoyo de Japón es pertinente. 

2-2 EFECTIVIDAD (PROYECCIÓN) 

En este proyecto, aunque se ha visto el avance positivo en el resultado esperado 1, en el 
momento de la revisión intermedia no se han materializado los resultados 2, 3 y 4, aunque 
se ha aclarado el direccionamiento de las actividades. En especial, en cuanto a los 
resultados 3 y 4, se requiere la realización firme del Plan de Operación, el monitoreo y la 
evaluación.   

(1) Materialización de los resultados y el objetivo (la meta) del proyecto 

De los cuatro resultados de este proyecto, en cuanto al resultado 1, se ve el avance 
positivo y se ha materializado el resultado. Sin embargo, no se han materializado otros tres 
resultados en el momento de la revisión intermedia, aunque se puedan reconocer sus 
avances. En cuanto al resultado 2, en la etapa de planeación estaba prevista la 
elaboración de la guía, con el apoyo de expertos chilenos en el marco del Programa de 
Asociación Chile-Japón. Sin embargo, hubo una época en que no se definía el 
direccionamiento, debido a la solicitud de revisión del sistema de cooperación de parte de 
Chile, y la propuesta de elaborar guías con la metodología establecida por el Ministerio de 
Protección Social. Al final, cuando se realizó el estudio para la orientación y la consultoría 
del proyecto en junio de 2009, entre los actores relacionados llegaron a un acuerdo de 
elaborar una guía acerca de la rehabilitación integral para personas amputadas y personas 
con discapacidad visual, luego se estableció el plan de operación.  Por lo tanto, 
actualmente están claramente definidos el contenido de las actividades, el cronograma y la 
responsabilidad para este fin, mostrando unos avances firmes. En cuanto a los resultados 
3 y 4, ya se ha definido la estrategia y está en espera de la asignación del presupuesto por 
parte de ambas gobernaciones para iniciar actividades locales. En ese sentido, se espera 
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la ejecución firme. En cuanto al objetivo del proyecto, si se realizan los resultados 3 y 4 tal 
como se esperan, se puede proyectar que se logre el objetivo del proyecto al culminar el 
período del proyecto.  

(2) Relación entre los resultados y el objetivo del proyecto 

Los resultados 1 y 2 están relacionados directamente con el mejoramiento de la calidad de 
la rehabilitación integral, el cual es el objetivo del proyecto. El resultado esperado 3 está 
conectado indirectamente con el objetivo del proyecto, ya que personas con discapacidad 
incluyendo víctimas de minas antipersonal podrán tener conocimiento de sus derechos y 
de los mecanismos para acceder a ellos indirectamente a través del Resultado 3. Se puede 
considerar que el resultado 4 está relacionado con el objetivo del proyecto desde un punto 
de vista global, dado que se puede disminuir las secuelas y evitar la discapacidad 
secundaria después del accidente por minas antipersonal, por lo tanto se facilita el proceso 
de rehabilitación y la participación social posterior.   

(3) Análisis de diferentes factores 

En este momento, no encuentra ningún factor grave que pueda afectar el logro del objetivo 
del proyecto. Sin embargo, es necesario estar atento sobre la situación de seguridad de las 
zonas objeto del proyecto. Por otro lado, hasta ahora no se ha presentado la rotación 
relevante del personal relacionado con el proyecto, y es deseable que la rotación del 
personal encargado del proyecto sea mínimo con el fin de asegurar la sostenibilidad del 
proyecto. En caso de que se presenta la rotación del personal, es necesario que se realice 
el empalme suficiente para que el nuevo personal pueda entender el sentido de este 
proyecto.   

2-3 EFICIENCIA 

A pesar de que existieron factores que hayan afectado a la eficiencia del proyecto, tales 
como el retraso del envío del experto de largo plazo, asesor jefe del proyecto, se ha 
asignado el personal de contraparte adecuadamente y se han realizado oportunamente 
diferentes cursos de capacitación incluyendo el curso en Japón y el envío de expertos de 
corto plazo, mostrando resultados positivos. También, los equipos donados están 
utilizados efectivamente, por lo tanto, se puede pensar que este proyecto es eficiente. 
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(1) Envió de Expertos de Corto y Largo Plazo 

Debido a la demora en el envío de los expertos del proyecto, durante aproximadamente 9 
meses y el envío de la experta en participación comunitaria y salud pública durante 6 
meses, no se pudo adelantar la orientación a las instituciones de salud objeto del proyecto. 
Sin embargo, después de la llegada de los expertos, se ha avanzado firmemente la 
orientación técnica, generando resultados. En cuanto al período del envío de los expertos 
de largo plazo, el experto asesor jefe del proyecto y la experta de la participación 
comunitaria y salud pública culminan su período dejando más de un año hasta la 
terminación del proyecto.  Por lo tanto, algunas contrapartes han manifestado sus 
inquietudes. El envío de expertos de corto plazo se considera adecuado en momentos, 
periodos y cantidad.   

(2) Donación de Equipos 

Algunas contrapartes han manifestado que habría sido mejor que la donación de equipos 
se hubiera realizado a las instituciones de salud objeto, de acuerdo con el avance del 
proyecto. Sin embargo, con base en las opiniones positivas expresadas en diferentes 
entrevistas y el uso real dado para pacientes se considera que los equipos donados fueron 
adecuados.  

(3) Asignación del Personal de Contraparte 

Se considera que la asignación del personal de contraparte fue adecuada. Según el 
avance del proyecto se ha aumentado el número del personal. Así se ha puesto atención 
adecuada para asegurar el número del personal necesario y que esté asignado 
adecuadamente.

(4) Curso de Capacitación en Japón, en Tercer País y en Colombia 

En el marco de este proyecto, se han realizado tres cursos de capacitación en Japón, y la 
participación en el segundo congreso internacional RBC en México y en el foro del 
proyecto KALOIE de Costa Rica. En especial, los cursos de capacitación en Japon, no 
solamente se han valorado altamente de parte de Colombia, sino también el conocimiento 
adquirido en los cursos se ha aplicado en la práctica de sus trabajos diarios y se ha 
divulgado ampliamente dentro y fuera del sitio de trabajo. 

En entrevistas con las instituciones de salud, se ha expresado que a través del curso de 
capacitación en Japón, los participantes no solamente pudieron confirmar que el concepto 
de rehabilitación integral que tiene su entidad era correcto y su meta es alcanzable, sino 
también han introducido cambios en la atención de rehabilitación diaria, por ejemplo, se 
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han modificado los instrumentos de las actividades de vida diaria (AVD). El resultado de los 
cursos de capacitación se ha compartido no solamente con las instituciones de salud 
objeto, sino con docentes y estudiantes de las universidades donde algunos participantes 
dictan cursos.  

Por otro lado, se ha realizado ocho tipos de cursos y seminarios en Colombia, por ejemplo 
sobre las actividades de vida diaria, la rehabilitación para personas con discapacidad 
visual por parte de los expertos de corto y largo plazo. Hasta hoy, han participado más de 
540 personas en total. En las entrevistas se han evaluado muy positivamente la efectividad 
de estas actividades de capacitación. 

(5) Otros 

Uno de los factores que contribuya para la ejecución efectiva de este proyecto es la 
donación de equipos para la rehabilitación para personas con discapacidad visual que se 
realizó para el Hospital universitario San Vicente de Paúl bajo el Programa de Asistencia 
Financiera no Reembolsable para Proyectos Comunitarios de Seguridad Humana (APC). 
Estos equipos se han instalado dentro de la sección de rehabilitación de dicho hospital 
gracias a la sugerencia del experto de corto plazo. Por lo cual es posible que un paciente 
que tenga discapacidad visual y  amputación reciba ambos servicios de rehabilitación en 
un sitio. 

Por otro lado, como un factor que pueda afectar a la ejecución eficiente del proyecto es la 
dificultad de coordinación y concertación entre ocho entidades contrapartes del proyecto. 
La iniciativa firme de las entidades de contraparte es una de las fortalezas de este proyecto. 
Sin embargo, para que el proyecto se desarrolle sin tropiezo entre las entidades de 
diferentes características y distanciadas geográficamente, se requiere fortalecer el sistema 
de administración y operación del proyecto, aclarando el mecanismo de toma de 
decisiones y la ruta de comunicación, organizando registros y actas sobre la toma de 
decisiones, y fortaleciendo el monitoreo.    

2-4 IMPACTO (PROYECCIÓN) 

En este momento, se ven algunos movimientos hacia el logro de la meta superior. Se han 
generado impactos positivos, por ejemplo, en el Hospital Universitario del Valle se inició el 
servicio de rehabilitación para personas con discapacidad visual articulado con 
instituciones de salud regionales.     

En cuanto a la posibilidad de lograr la meta superior del proyecto, el Ministerio de 
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Protección Social ha propuesto: la actualización y ajuste de la Política Nacional de 
Discapacidad (CONPES 80), acorde con la Convención sobre los Derechos de las 
Personas con Discapacidad, ratificada por Colombia, los resultados del proyecto en lo 
relacionado con la rehabilitación integral y lo planteado en el actual proyecto de Ley de 
Víctimas del Estado colombiano.  De igual forma, el Ministerio de la Protección Social ha 
propuesto el tema del ajuste de esta política Pública en el Plan de Desarrollo 2010-2014. 

El hecho de que la rehabilitación para personas con discapacidad visual se haya iniciado 
en el Hospital Universitario del Valle es uno de los impactos positivos de este proyecto. 
Cuando comenzó el proyecto, este hospital no contaba con dicho servicio. Luego de haber 
establecido el convenio entre el hospital universitario del Valle, Centro de Rehabilitación 
para Adultos Ciegos (CRAC), y el Instituto para Niños Ciegos y Sordos del Valle del Cauca, 
este hospital inició la rehabilitación para personas con discapacidad visual, con el apoyo 
del personal profesional de CRAC. La rehabilitación visual consiste en 5 componentes con 
duración de 4 meses, de los cuales 2 componentes se llevan a cabo en el Hospital 
Universitario del Valle, y los otros tres se realizan en el Instituto para Niños Ciegos y 
Sordos del Valle del Cauca. Dentro de poco los participantes del primer programa 
terminarán la rehabilitación. Cabe destacar que el Hospital Universitario del Valle, 
institución de salud de tercer nivel pueda ofrecer servicios de rehabilitación integral para la 
discapacidad visual, gracias la coordinación con otras instituciones de salud regionales y 
ONGs.       

2-5 SOSTENIBILIDAD (PROYECCIÓN) 

Puede pensar que la sostenibilidad de los resultados 1 y 2 es alta, ya que en las 
instituciones medicas objeto, la capacidad de profesionales de rehabilitación es muy alta y 
la rehabilitación es una de las actividades principales de cada entidad. Sin embargo, en 
cuanto a las actividades que se realizan fuera de las instituciones de salud (resultados 3 y 
4) se considera que para garantizar la sostenibilidad de las actividades de divulgación de 
derechos de victimas y la atención prehospitalaria se requiere la voluntad política de los 
gobiernos locales en cada departamento después de la terminación del proyecto. 

(1) Sostenibilidad en la Política 

Se considera que la sostenibilidad política se garantizará al incluirse en la política nacional 
de discapacidad el mejoramiento de calidad de la rehabilitación integral para las personas 
con discapacidad incluyendo las víctimas de minas antipersonal. De igual forma, el acceso 
a la atención en salud a las víctimas se garantizará con el reconocimiento oportuno de los 
pagos por el FOSYGA a las instituciones prestadoras de los servicios. El Ministerio de 
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Protección Social, entidad rectora de la política nacional de discapacidad será el 
responsable de la articulación interinstitucional para la modificación de este documento. 
Las instituciones de salud trabajan para realizar rehabilitación de alta calidad a través de la 
práctica de la rehabilitación en equipo, aprovechando el formato de evaluación AVD. Para 
que mantenga el servicio de salud y la rehabilitación de alta calidad, se espera que haya 
apoyo político y que haya un sistema de evaluación que valore positivamente (por ejemplo, 
ofrecer puntaje más alto, etc.) para los servicios de alta calidad.  

(2) Sostenibilidad en el Sistema (Personal, Organización, Presupuesto) 

En las instituciones de salud objeto, relacionadas con los resultados 1 y 2, se ha 
asegurado el personal profesional necesario para llevar a cabo la rehabilitación en equipo. 
Como la rehabilitación es una de las actividades importantes en cada entidad, la 
sostenibilidad en la parte organizacional y presupuestal, es también alta. Sin embargo, es 
deseable implementar mecanismos de divulgación de los resultados en IPS de cada 
departamento.  

En cuanto a los Resultados 3 y 4, es difícil analizar la sostenibilidad en este momento, ya 
que no se ha comenzado la ejecución de actividades locales. Se considera que para 
garantizar la sostenibilidad de las actividades mencionadas se requiere la voluntad política 
de los gobiernos locales en cada departamento después de la terminación del proyecto.     

(3) Sostenibilidad Técnica 

La sostenibilidad técnica se considera muy probable, ya que los profesionales de 
rehabilitación que trabajan en las cuatro instituciones de salud objeto tienen la capacidad 
muy alta y pueden aplicar los conocimientos y técnicas adquiridos por este proyecto, 
introducir mejoramiento según el caso y realizar la rehabilitación en equipo basada en los 
pacientes.   

Después de finalizar el proyecto, los profesionales de las instituciones de salud objeto 
tendrá la capacidad técnica para divulgar los conocimientos adquiridos. De hecho, en 
algunas instituciones de salud ya se ven actividades para divulgar los resultados de la 
capacitación a los profesores y estudiantes de universidades vinculadas, estableciendo 
lineamientos originales acerca de la rehabilitación integral. En ese sentido, la posibilidad 
de la sostenibilidad técnica es muy alta.  
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2-6 CONCLUSIÓN 

Teniendo en cuenta el análisis mencionado, se considera que el objetivo de este proyecto 
puede lograr al finalizar el proyecto, si los resultados 3 y 4 se ejecutan firmemente 
generando efectos esperados. Acerca de la meta superior, también es posible lograrla, 
puesto que se está adelantando el proceso de modificación del documento de la política 
pública nacional de Discapacidad (Conpes 80) para incluir el concepto de la rehabilitación 
integral.      

Este proyecto coincide con la política nacional de discapacidad y atención y asistencia de 
víctimas MAP/MUSE de Colombia y política de AOD de Japón. También ha sido pertinente 
la selección de las zonas objeto y coincide con la necesidad de los beneficiarios. El 
resultado 1 ha generado resultados positivos. Hacia el futuro, se espera la ejecución firme 
de los resultados 3 y 4. 

La eficiencia de este proyecto se considera que es muy alta, debido al envío de expertos 
corto y largo plazo, y se han aprovechado eficazmente los resultados de los cursos de 
capacitación principalmente en Japón y los equipos donados. Igualmente la contraparte 
colombiana ha demostrado compromiso con el proyecto. 

También se ven impactos positivos, por ejemplo, hay movimientos para lograr la meta 
superior, como se mencionó anteriormente, y en el Hospital Universitario del Valle inició el 
servicio relacionado con la rehabilitación para la discapacidad visual bajo la coordinación 
con las instituciones de salud regionales.   

Por otro lado, los profesionales de rehabilitación que trabajan en las instituciones de salud 
objeto del proyecto tienen la capacidad técnica, además la rehabilitación es una de las 
actividades importantes de cada entidad. Por esta razón, se puede esperar la 
sostenibilidad técnica del proyecto. 

Bajo la iniciativa de las autoridades nacionales (PAICMA y MPS) y las autoridades 
departamentales (Secretarias de Salud) se espera que los resultados del proyecto frente a 
la rehabilitación integral de las personas con discapacidad especialmente victimas de 
MAP/MUSE se incorporen en la Política Nacional de Discapacidad y se difundan en todo el 
país. Previamente todas las instituciones objeto del proyecto tienen el compromiso de 
difundir los resultados del proyecto al interior de la misma. 
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CAPITULO 3 PROPUESTAS 

3-1 ESTABLECER EL SISTEMA DE EJECUCION DE LOS RESULTADOS 3 Y 4 

Comparando con el resultado esperado 1 cuyo efecto es más visible en las 4 instituciones 
de salud, en los resultados 3 y 4 intervienen diferentes actores y la ejecución en cada 
departamento es distinta. Se recomienda, que bajo el liderazgo de la experta en la 
participación comunitaria/salud pública, se consolide con los equipos técnicos 
responsables en cada departamento para estos resultados, un esquema de trabajo donde 
se visualice el cronograma, los responsables de las actividades, las acciones de monitoreo 
y evaluación, con los insumos ya existentes; se socialice con las instituciones objeto del 
proyecto y se ejecuten de acuerdo a lo planeado.  

3-2 FORTALECIMIENTO DEL SISTEMA DE ADMINISTRACIÓN Y OPERACIÓN DEL 
PROYECTO 

(1) Elaboración y Compartimiento del Acta de comité 

Este proyecto abarca dos departamentos y el Distrito Capital en que participan ocho 
entidades como contraparte. Por lo tanto, se reúnen periódicamente  comités de 
diferentes niveles de acuerdo con el sistema de administración y operación, establecido 
por la Minuta de Discusión, con el fin de coordinar opiniones entre entidades y tomar 
decisiones. Sin embargo, para garantizar la comunicación fluida entre diferentes entidades 
relacionadas e incrementar el rendimiento del del proyecto mismo, es fundamental que se 
socialicen oportunamente las actas de las reuniones en un formato único entre todas las 
instituciones objeto del proyecto y que quede claramente establecido la toma de 
decisiones, los compromisos y los responsables.  

(2) Fortalecimiento del Sistema de Comunicacion 

En este proyecto, además de los comités de tres niveles establecidos en la Minuta de 
Discusión, se ha organizado provisionalmente el Comité Administrativo, con el fin de 
realizar el monitoreo y la retroalimentación sobre las actividades diarias y tomar decisiones 
sobre los aspectos detallados. Gracias a implementación de este comité, se ha agilizado la 
toma de decisiones, y los expertos japoneses asumieron la función de facilitador entre las 
entidades de contraparte y dicho comité. Para que este comité funcione mejor, es 
necesario identificar un sistema para realizar la comunicación fluida dentro del proyecto, 
por la iniciativa de los expertos japoneses.         
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(3) Sistema de Monitoreo  

Los expertos japoneses propondrán un formato único para el monitoreo de las actividades 
de acuerdo a los indicadores establecidos para cada una de ellas, socializado y analizado 
en todas las instituciones objeto del proyecto. El Comité Administrativo debe garantizar el 
seguimiento, retroalimentación y monitoreo de las actividades con todos los actores e 
instituciones del proyecto.  

3-3 PARTICIPACION DE BENEFICIARIOS (PERSONAS CON DISCAPACIDAD 
INCLUYENDO VICTIMAS DE MINAS ANTIPERSONAL) EN LA EJECUCION DEL 
PROYECTO 

El Departamento del Desarrollo Humano de JICA da importancia sobre la “participación 
completa de personas con discapacidad como beneficiario del proyecto”, estableciendo el 
lineamiento por tema “apoyo a personas con discapacidad”. En este proyecto se ha 
definido que las personas con discapacidad principalmente víctimas de minas antipersonal 
son beneficiarios finales.  
Se recomienda sistematizar la participación de personas con discapacidad en el 
levantamiento de la línea de base y la construcción del documento de derechos y deberes. 
Igualmente se sugiere impulsar la participación de grupos o entidades regionales de 
personas con discapacidad beneficiarias del proyecto, de acuerdo a una planeación 
realizada con las instituciones involucradas en las actividades del resultado 3.  
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3-4 FORTALECIMIENTO DE LA ACTIVIDAD DE PROMOCIÓN DEL PROYECTO 

(1) MEJORAMIENTO DE NIVEL DE RECONOCIMIENTO SOBRE EL PROYECTO EN 
LAS ENTIDADES RELACIONADAS 

En Colombia, existen proyectos de atención a víctimas de MAP/MUSE, algunos de ellos en 
el departamento de Antioquia. Sin embargo, en algunos casos no se han compartido 
suficientemente la información entre diferentes personas, entidades o sectores.  Por lo 
tanto, es difícil decir que exista articulación efectiva entre esos proyectos, aunque el 
contenido de las actividades y las zonas objeto sean similares. 

Puesto que el PAICMA, el Ministerio de Protección Socialy las Secretarías 
departamentales de salud pueden recopilar la información de proyectos de otros donantes, 
es recomendable que haya intercambio de información periódica. También es importante 
mejorar el nivel de reconocimiento de este proyecto en las entidades relacionadas. Para 
eso, se espera que el personal encargado de este proyecto de cada entidad desempeñe 
esa función. 

(2) DIVULGACION DE INFORMACION DEL PROYECTO A TRAVES DE LA PAGINA 
WEB, FOLLETO ENTRE OTROS 

Actualmente en el contexto de la cooperación internacional se requiere mejorar el 
rendimiento de cuentas de proyectos de cooperación. En tal sentido, JICA ha establecido 
un lineamiento para adelantar la promoción de sus proyectos, por ejemplo, se han 
montado una páginas WEB de los proyectos de cooperación técnica, y se han colocado en 
el sitio “Visualización de AOD”. Se recomienda la difusión del proyecto y sus actividades a 
través de diferentes herramientas como página WEB, folletos, entre otros. 

3-5 OTROS 

Se recomienda que todas las actividades que se ejecuten en el marco del proyecto se 
ajusten a lo planeado y acordado por las instituciones objeto del proyecto. Así mismo se 
recomienda que la parte colombiana asuma los gastos de viáticos que le corresponden 
para participar en los diferentes comités como CCC, CDC, CAV, y CAA.   
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４．実　績

　４－１　カウンターパート・主要面談者リスト

Rosa Irene Rubio Cañon

Soraida Delgado Sierra

Hilda María Fierro Valencia

Rocio Gutierrez

Yenny Maritza Alvarado

Clemencia Nieto Alzate

Mercedes Paredes B

Álvaro Jos Morales Vela

Jose Luis Cuero Leon

Maria Lucero Urriaga

Belkys Angulo Brion

Lina Maria Osorio Vergara

Olga Marina Hernández

Stefanie Tonguino

Rosa Virginia Mora

Liliana Loaiza

Nestor Orlando Alzate

Maria Eugenia Guerrero

María Fernanda Sánchez Patiño

Rodolfo Millan Muñoz

Carlos Andrés Quiroz Mora

Leonor Elena Sierra Bernal

Rosa Maria Espana Scarpetta

Antonio Salazar Bustamante

Lady lisbeth Jovel Vanegas

Alicia Mery Castro Quintero

Carlos Mario Rivera

Natalia Montoya

Diana Maria Molina Montoya

Ariel Ramsés López Católico

Néstor Raúl Buitrago López

Wilmar Babativa Bejarano

Olga Lucia Medina

Juan Carlos Parra

Sandra Patricia Torres

Nhora Cecilia Jaramillo

Lilliana Garcia Lopez

Marcela Ävilo
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Natalia Marín Velez

Mario Alfonso Giraldo Prieto

Dolly Murcelu Zapata García

Blanca Cecilia Cano Restrepo

Carlos Alberto Quintero Valencia

Eugenia Aristizabal Gomez

Juan Gonzalo Orozco Upegui

Zoraida Rios

Bibiana Lucia Londoño Valderama

Gloria Amparo Quiroz Cifuentes

Oscar Arias

Luz Adriana Zapata
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　４－５　ローカルコスト内訳【日本側・コロンビア側】
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　４－６　委員会等開催実績

1) Joint Coordinating Committee JCC

PAICMA Andres Davila Ladron de Guevara Soraida Delgado Sierra

Rocio Gutierrez Mendez 2

Hector Fabio Useche de la Cruz

Belkys Angulo Brion 2

Rodolfo Millan Muñoz

Carlos Mario Rivera Escobar Natalia Montoya Palacio

Diana Maria Molina Montoya

Blanca Cecilia Cano Restrepo Juan Guillermo Gutierrez
Toro

Accion Social 1

JICA

2009 5 12

PDM

PDM
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2) Joint Steering Committee JSC

PAICMA Soraida Delgado Sierra

Rocio Gutierrez Mendez

Mercedes Paredes, Álvaro José Morales Vela

Belkys Angulo Brion, Lina Maria Osorio Vergara, María
Fernanda Sánchez Patiño

Rodolfo Millan Muñoz, Alicia Mery Castro Quintero

Natalia Montoya Palacio

Diana Maria Molina Montoya, Natalia Londoño

Blanca Cecilia Cano Restrepo

JICA

PAICMA Soraida Delgado Sierra

Rocio Gutierrez Mendez

Álvaro José Morales Vela, Maria Fernanda Tobar

Belkys Angulo Brion

Rodolfo Millan Muñoz

Natalia Montoya Palacio

Diana Maria Molina Montoya, Natalia Londoño

Blanca Cecilia Cano Restrepo

PAICMA Soraida Delgado Sierra

Rocio Gutierrez Mendez

Mercedes Paredes

Lina Maria Osorio Vergara

Rodolfo Millan Muñoz

Natalia Montoya Palacio

Diana Maria Molina Montoya, Natalia Londoño

Blanca Cecilia Cano Restrepo

PAICMA Soraida Delgado Sierra

Rocio Gutierrez Mendez

Mercedes Paredes

Lina Maria Osorio Vergara

Rodolfo Millan Muñoz

Natalia Montoya Palacio

Diana Maria Molina Montoya, Natalia Londoño

Blanca Cecilia Cano Restrepo

2009 1 21 23 PDM

2009 9 15

CBR

2009 7 8 10

2009 10 26
27
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PAICMA Soraida Delgado Sierra

Rocio Gutierrez Mendez, Yenny Maritza Alvarado, Johanna
Castrillón

Mercedes Paredes

Belkys Angulo Brion

Rodolfo Millan Muñoz

Natalia Montoya Palacio

Diana Maria Molina Montoya, Natalia Londoño

Blanca Cecilia Cano Restrepo

PAICMA Soraida Delgado Sierra

Rocio Gutierrez Mendez

Mercedes Paredes

Belkys Angulo Brion

Rodolfo Millan Muñoz

Natalia Montoya Palacio

Diana Maria Molina Montoya

Blanca Cecilia Cano Restrepo

Rocio Gutierrez Mendez

Álvaro José Morales Vela

Belkys Angulo Brion, Lina Maria Osorio Vergara

Rodolfo Millan Muñoz, Carlos Quiroz

Natalia Montoya Palacio

Diana Maria Molina Montoya

Blanca Cecilia Cano Restrepo, Carlos Quintero

2009 9

2010 10 26

PDM

2010 3 11 12
CBR

2009 11 27
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3) Antioquia Steering Committee ASC

2009 3 25
Natalia Montoya, Diana Molina, Blanca Cecilia Cano,
Meydiz Hincapié

2009 4 16
Natalia Montoya, Diana Molina, Blanca Cecilia Cano,
Meydiz Hincapié

2009 4 24 Diana Molina, Blanca Cecilia Cano, Meydiz Hincapié PDM

2009 4 30 Natalia Montoya, Blanca Cecilia Cano

2009 5 15
Natalia Montoya, Diana Molina, Natalia Londoño, Blanca
Cecilia Cano

2009 5 21
Natalia Montoya, Diana Molina, Natalia Londoño, Blanca
Cecilia Cano

2009 6 4
PAICMA Soraida Delgado Sierra, Natalia Montoya, Diana Molina,

Natalia Londoño, Blanca Cecilia Cano

2009 6 12
PAICMA Soraida Delgado Sierra, Natalia Montoya, Diana Molina,

Natalia Londoño, Blanca Cecilia Cano

2009 6 18 Diana Molina, Natalia Londoño, Blanca Cecilia Cano 2009

2009 6 19
María Eugenia Sierra, Diana Molina, Natalia Londoño,
Blanca Cecilia Cano

2

2009 7 2 Diana Molina, Natalia Londoño, Blanca Cecilia Cano 1

2009 7 16 Diana Molina, Natalia Londoño, Blanca Cecilia Cano
1

2

2009 7 23
Masako Kurokawa, Natalia Montoya, Diana Molina,
Natalia Londoño, Blanca Cecilia Cano

2009 7 29
Kyo Takahashi, Masako Kurokawa, Natalia Montoya, Diana
Molina, Natalia Londoño, Blanca Cecilia Cano

2009 8 12
Natalia Montoya, Diana Molina, Natalia Londoño, Blanca
Cecilia Cano

2009 8 27 Diana Molina, Natalia Londoño, Blanca Cecilia Cano

2009 9 3
Masako Kurokawa, Natalia Montoya, Natalia Londoño,
Blanca Cecilia Cano

2009 10 1
Masako Kurokawa, Natalia Montoya, Natalia Londoño,
Blanca Cecilia Cano

3

2009 10 29 Natalia Montoya, Natalia Londoño, Blanca Cecilia Cano 2
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4) Valle del Cauca Steering Committee VSC

2009 3 24

2009 4 14
Mercedes Paredes, Álvaro José Morales Vela, Belkis Angulo
Brion, Lina Maria Osorio Vergara, Olga Marina Hernández,
Alicia Mery Castro Quintero, Hiroaki Itabashi

2009 4 21

Mercedes Paredes, Álvaro José Morales Vela, Maria
Fernanda Tobar, María Fernanda Sánchez Patiño, Lina
Maria Osorio Vergara, Olga Marina Hernández, Alicia Mery
Castro Quintero

2009 4 28 PAICMA
Mercedes Paredes, Álvaro José Morales Vela, Maria
Fernanda Tobar, María Fernanda Sánchez Patiño, Lina
Maria Osorio Vergara, Olga Marina Hernández, Alicia Mery
Castro Quintero

2009 5 5

Mercedes Paredes, Álvaro José Morales Vela, Maria
Fernanda Tobar, María Fernanda Sánchez Patiño, Lina
Maria Osorio Vergara, Olga Marina Hernández, Alicia Mery
Castro Quintero

ICF

2009 5 19

Mercedes Paredes, Álvaro José Morales Vela, Maria
Fernanda Tobar, María Fernanda Sánchez Patiño, Lina
Maria Osorio Vergara, Olga Marina Hernández, Alicia Mery
Castro Quintero

ICF

2009 7 4
Álvaro José Morales Vela, Lina Maria Osorio Vergara, Olga
Marina Hernández, Hiroaki Itabashi

CIF

2009 7 15

Álvaro José Morales Vela, Belkis Angulo Brion, María Isabel
Pavas, Fernanda Sánchez Patiño, Lina Maria Osorio
Vergara, Olga Marina Hernández, Rodolfo Millan Muñoz,
Kyo Takahashi.Hiroaki Itabashi

2009 7 23

Álvaro José Morales Vela, Belkis Angulo Brion, María Isabel
Pavas, Fernanda Sánchez Patiño, Lina Maria Osorio
Vergara, Olga Marina Hernández, Rodolfo Millan Muñoz,
Kyo Takahashi.Hiroaki Itabashi

2009 7 31

Álvaro José Morales Vela, Belkis Angulo Brion, María Isabel
Pavas, Fernanda Sánchez Patiño, Lina Maria Osorio
Vergara, Olga Marina Hernández, Rodolfo Millan Muñoz,
Kyo Takahashi.Hiroaki Itabashi

2009 8 29 PAICMA
Soraida Delgado Sierra, Álvaro José Morales Vela, Kyo
Takahashi, Masako Kurokawa, Hiroaki Itabashi

2009 9 4
Mercedes Paredes, Maria Fernanda Sánchez Patiño, Lina
Maria Osorio Vergara, Olga Marina Hernández, Alicia Mery
Castro Quintero

1

2009 9 11

Mercedes Paredes, Álvaro José Morales Vela, Maria
Fernanda Tobar, María Fernanda Sánchez Patiño, Lina
Maria Osorio Vergara, Olga Marina Hernández, Alicia Mery
Castro Quintero

ADL

2009 11 3

Mercedes Paredes, Álvaro José Morales Vela, Belkis Angulo
Brion, Lina Maria Osorio Vergara, Olga Marina Hernández,
Alicia Mery Castro Quintero, Kyo Takahashi, Hiroaki
Itabashi

2009 11 10

Mercedes Paredes, Álvaro José Morales Vela, Belkis Angulo
Brion, Lina Maria Osorio Vergara, Olga Marina Hernández,
Rodolfo Millan Muñoz, Alicia Mery Castro Quintero, Kyo
Takahashi, Hiroaki Itabashi

4
CBR

2009 11 17 PAICMA
Soraida Delgado Sierra, Mercedes Paredes, Álvaro José
Morales Vela, Belkis Angulo Brian, Lina Maria Osorio
Vergara, Olga Marina Hernández, Rodolfo Millan Muñoz,
Kyo Takahashi, Hiroaki Itabashi

2010 1 19
Mercedes Paredes, Álvaro José Morales Vela, Belkis Angulo
Brion, Lina Maria Osorio Vergara, Olga Marina Hernández,
Rodolfo Millan Muñoz, Kyo Takahashi, Hiroaki Itabashi

4
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5) Steering Administrative Committee SAC

PAICMA Soraida Delgado Sierra

Rocio Gutierrez Mendez

JICA

PAICMA Soraida Delgado Sierra

Rocio Gutierrez Mendez

PAICMA Soraida Delgado Sierra

Rocio Gutierrez Mendez

JICA

PAICMA Soraida Delgado Sierra

Yenny Maritza Alvarado

PAICMA Soraida Delgado Sierra

Rocio Gutierrez Mendez

JICA

PAICMA Soraida Delgado Sierra

PAICMA Soraida Delgado Sierra

Rocio Gutierrez Mendez

JICA

PAICMA Soraida Delgado Sierra

Yenny Maritza Alvarado

PAICMA Soraida Delgado Sierra

Rocio Gutierrez Mendez

JICA

PAICMA Soraida Delgado Sierra

Rocio Gutierrez Mendez

JICA

PAICMA Soraida Delgado Sierra

Rocio Gutierrez Mendez

JICA

Rocio Gutierrez Mendez

JICA

PAICMA Soraida Delgado Sierra

PAICMA Soraida Delgado Sierra

Rocio Gutierrez Mendez

Rocio Gutierrez Mendez Clemencia Nieto Alzate Lucio
Robles

2010 1 15

2010 1 22

2010 2 12

2010 2 24

2010 3 5

2010 3 25

2010 4 9

2010 4 20

2010 5 6

2010 6 10

2010 6 11

2010 7 10

2010 9 10

2010 10 1

2010 10 15

PDM

PDM
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５．PDM 新旧対照表
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６．評価グリッド



－129－

GDSP:General Department of Social Promotion
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- - - - - - - -



－181－

89

- - - -
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